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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上高 (千円) 5,600,989 5,888,994 6,756,907 7,257,245 7,474,805

経常利益 (千円) 186,035 200,350 472,135 326,461 388,518

親会社株主に帰属する当期純利

益
(千円) 43,896 100,321 221,685 723,954 242,662

包括利益 (千円) 32,806 83,419 223,063 730,480 250,882

純資産額 (千円) 4,574,030 4,504,943 4,429,710 5,005,187 4,774,301

総資産額 (千円) 7,866,227 8,403,097 8,854,840 8,618,375 7,491,241

１株当たり純資産額 (円) 327.26 323.57 313.04 353.50 351.58

１株当たり当期純利益 (円) 3.16 7.24 15.77 51.38 17.52

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 57.7 53.4 49.8 57.8 63.3

自己資本利益率 (％) 0.9 2.2 5.0 15.4 5.0

株価収益率 (倍) 108.39 61.77 26.63 8.93 22.15

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 328,028 869,526 582,711 1,116,966 △428,185

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △971,500 △341,120 △1,045,411 2,307,676 46,620

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 329,976 22,249 213,181 △1,851,357 △547,282

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) 1,345,002 1,893,132 1,644,434 3,218,485 2,291,723

従業員数
(人)

407 432 475 667 702

（外、平均臨時雇用者数） (81) (178) (104) (268) (235)

（注）１．当社は第26期より「株式給付信託（J-ESOP）」を導入しており、株主資本において自己株式として計上され

ている信託が保有する当社株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株

式に含めております。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己

株式に含めております。

２．第22期及び第23期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。第24期から第26期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．従業員数は、就業人員数で表示しており、臨時雇用者数は年間の平均人員を（　）内に外数で記載しており

ます。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第24期の期首から適用してお

り、第24期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上高 (千円) 2,856,114 3,001,766 3,018,919 2,882,239 2,908,079

経常利益又は経常損失（△） (千円) 88,227 203,585 191,038 △45,102 108,877

当期純利益 (千円) 55,845 77,451 118,590 503,115 72,620

資本金 (千円) 1,818,355 1,818,355 1,818,355 1,818,355 1,818,355

発行済株式総数 (株) 14,264,100 14,264,100 14,264,100 14,264,100 14,264,100

純資産額 (千円) 3,934,185 3,859,130 3,777,219 4,125,329 3,716,181

総資産額 (千円) 5,867,272 5,975,848 5,744,208 5,795,094 4,501,304

１株当たり純資産額 (円) 283.71 278.30 268.05 292.76 275.34

１株当たり配当額
(円)

11.0 11.0 11.0 16.0 11.0

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 (円) 4.01 5.59 8.44 35.70 5.24

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 67.0 64.6 65.8 71.2 82.6

自己資本利益率 (％) 1.4 2.0 3.1 12.7 1.9

株価収益率 (倍) 85.2 80.0 49.8 12.9 74.0

配当性向 (％) 274.0 196.9 130.4 44.8 209.8

従業員数
(人)

133 138 139 145 134

（外、平均臨時雇用者数） (38) (43) (43) (45) (47)

株主総利回り (％) 92.2 122.5 118.3 132.6 117.0

（比較指標：TOPIX） (％) (88.2) (122.8) (122.3) (125.9) (173.9)

最高株価 (円) 493 476 515 583 480

最低株価 (円) 286 315 377 355 373

（注）１．当社は第26期より「株式給付信託（J-ESOP）」を導入しており、株主資本において自己株式として計上され
ている信託が保有する当社株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株
式に含めております。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己
株式に含めております。

２．第25期の１株当たり配当額には、記念配当５円を含んでおります。
３．第22期及び第23期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。第24期から第26期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．従業員数は、就業人員数で表示しており、臨時雇用者数は年間の平均人員を（　）内に外数で記載しており
ます。

５．最高・最低株価は、2023年10月20日より東京証券取引所スタンダード市場、2022年４月４日から2023年10月
19日は東京証券取引所プライム市場におけるものであり、それ以前については東京証券取引所市場第一部に
おけるものであります。

６．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第24期の期首から適用してお
り、第24期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま
す。
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２【沿革】

年月 事項

1998年４月 東京都千代田区に、オンライン型マネジメント教育事業を目的として当社設立（資本金10,000千円）

1998年４月 郵政省（現総務省）より委託放送事業者としての認可取得（※1）

1998年10月 スカイパーフェクＴＶ！（現 スカパー！）757チャンネルにて「ビジネス・ブレークスルー・チャン

ネル」24時間放送開始

1999年９月 「南カリフォルニア大学　MBAコアカリキュラム」開講（※2）

履修管理システム（Satellite Campus®）を用いたサービス提供開始

2001年５月 「ボンド大学－BBT MBA（経営学修士）プログラム」開講

総務省より新事業創出促進法に基づく、新事業分野開拓の実施に関する計画の認定を取得

2001年７月 オンライン型マネジメント教育事業を営む㈱ディスタラーニングを事業統合を目的として株式交換に

より完全子会社化

2001年10月 経営管理者育成プログラム「本質的問題発見コース」（現 問題解決力トレーニングプログラム「問題

解決必須スキルコース」）開講

2002年４月 「大前経営塾」開講

オンライン学習システム（AirCampus®）を用いたサービスを提供開始

2002年８月 マネジメント教育事業を営む㈱ブレークスルー及びオンライン教育コンテンツ制作を営む㈱エル

ティーエンパワーの２社を事業統合を目的として合併

㈱大前・アンド・アソシエーツより事業統合を目的として「向研会」を業務移管

2002年11月 経営管理者育成プログラム「本質的問題解決コース」開講

2004年１月 経営管理者育成プログラム「役員研修コース」開講

2004年４月 ㈱大前・アンド・アソシエーツより事業統合を目的として「大前研一通信」を業務移管

2004年８月 講義映像をストリーミング形式で視聴して履修を進める学習プログラム「ブロードバンドラーニン

グ」開講

2005年３月 当社100％出資である㈱ディスタラーニング（連結子会社）を解散

2005年４月 株式会社立「ビジネス・ブレークスルー大学院大学（現 ビジネス・ブレークスルー大学大学院）」開

学

2005年10月 経営管理者育成プログラム「問題解決実践スキルコース」開講

2005年11月 経営管理者育成プログラム「病院経営を科学するコース」開講

2005年12月 ㈱東京証券取引所マザーズ市場に上場

2006年３月 BBT大学オープンカレッジ「株式・資産形成講座（現 資産形成力養成講座）」開講

2006年９月 BBT大学オープンカレッジ「大前研一イノベーション講座」開講

2008年３月 BBT大学オープンカレッジ「実践ビジネス英語講座」開講

2010年４月 「ビジネス・ブレークスルー大学経営学部」開学

2011年５月 ㈱BBリゾートの全株式を取得し子会社化

2011年７月 ㈱BBTオンラインを設立

2012年５月 BBT大学オープンカレッジ「リーダーシップ・アクションプログラム」開講

2012年11月 オンライン英会話をタブレット端末で受講できる「BBT ONLINE」を用いたサービスを提供開始

2013年10月 「アオバジャパン・インターナショナルスクール」を運営する㈱アオバインターナショナルエデュケ

イショナルシステムズの株式を取得し子会社化

2014年11月 当社子会社の㈱アオバインターナショナルエデュケイショナルシステムズが「JCQバイリンガル幼児

園」を運営する現代幼児基礎教育開発㈱の株式を取得し子会社化（当社の孫会社化）

2015年10月 当社子会社の㈱アオバインターナショナルエデュケイショナルシステムズが「サマーヒルインターナ

ショナルスクール」を運営するSummerhill International㈱の株式を取得し子会社化（当社の孫会社

化）

2016年12月 ㈱東京証券取引所市場第一部に市場変更

2019年５月 当社子会社の㈱アオバインターナショナルエデュケイショナルシステムズが「リトルエンジェルス・

インターナショナルスクール」を運営するLittle Angels学園㈱の株式を取得し子会社化（当社の孫会

社化）(※3)

2019年７月 新設分割によりアタッカーズ・ビジネススクール部門等を継承する㈱ABSを設立

2019年７月 ㈱ITプレナーズジャパン・アジアパシフィックの全株式を取得し子会社化
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年月 事項

2020年５月 当社と㈱アオバインターナショナルエデュケイショナルシステムズの共同で（一社）Center for

Innovation設立

2020年７月 当社を存続会社として㈱BBTオンラインを吸収合併

2021年３月 ㈱アオバジャパンインターナショナルエデュケイショナルシステムズを存続会社として現代幼児基礎

教育開発㈱及びSummerhill International㈱を吸収合併

2021年５月 ㈱ブレンディングジャパンの全株式を取得し子会社化

2021年11月 当社子会社の㈱ITプレナーズジャパン・アジアパシフィックが日本クイント㈱の全株式を取得し子会

社化（当社の孫会社）

2022年４月 ㈱ITプレナーズジャパン・アジアパシフィックを存続会社として日本クイント㈱を吸収合併

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からプライム市場に移行

2023年６月 本社ビルに「起業の聖地 (BBT Alumni Entrepreneur Hall of Fame)」を設立

2023年６月 「お客様、社員・教職員、地域・地球社会、そして株主様」に対する「私たちの約束（Our

Commitment）」当社クレドを発表

2023年10月 東京証券取引所の市場区分をプライム市場からスタンダード市場に移行

2023年10月 ㈱BBリゾート及びハイダウェイ熱川リゾートプロジェクト投資事業任意組合を解散

（※1）2012年10月より㈱スカパー・ブロードキャスティングに対する番組供給事業者に移行し、2018年12月より配信方

式を「Amazon Fire TV」経由に変更しております。

（※2）2006年度にサービスを終了しております。

（※3）Little Angels学園㈱は2021年１月１日付で㈱Musashi International Educationに商号を変更し、「リトルエン

ジェルス・インターナショナルスクール」は「ムサシインターナショナルスクール・トウキョウ」に名称を変更

いたしました。
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３【事業の内容】

　当社（㈱Aoba-BBT）は、1998年４月に設立されました。創業当初から一貫して、ビジョンとして「Lifetime

Empowerment（一生涯学び続け、生涯に渡り自己研鑽し成長し続ける学び舎（学習プラットフォーム）となる）」を

掲げ、「世界で活躍するリーダーシップを発揮する人材の育成」をミッションとしています。当社グループは、当社

及び子会社６社からなり、以下の事業を展開しております。

 

　リカレント教育事業: 社会人を対象に、経営、問題解決力、リーダーシップ、英語力、テクノロジーやAIの素養等

を習得する教育・研修コンテンツを開発・提供しています。主な事業領域として、①法人向け人材育成事業（事業会

社等の法人に対する研修、人材育成、経営者育成等）、②ユニバーシティ事業（文部科学省が認可する経営学士、経

営学修士（専門職）を取得するオンライン大学、大学院、豪州の大学との提携によるオンライン・ビジネススクール

等）、③英語系事業（インターネットを活用した実践的ビジネス英語の習得。子会社㈱ブレンディングジャパンの

サービスも含む）、④ＩＴマネジメント事業（経営者に求められるテクノロジーの素養の習得。子会社㈱ITプレナー

ズジャパン・アジアパシフィックが管轄）の４つです。独自開発した教育コンテンツは18,000時間を超えます。

 

　プラットフォームサービス事業:１歳から18歳の児童を対象として、教育カリキュラムと教育の質保証において国

際認定を有するインターナショナルスクールを展開しています。㈱アオバインターナショナルエデュケイショナルシ

ステムズは、世界標準のカリキュラムである国際バカロレアの認定校である「アオバジャパン・インターナショナル

スクール」（幼少期から高等学校まで）、「アオバジャパン・バイリンガルプリスクール」（１歳から６歳まで）、

「サマーヒルインターナショナルスクール」（１歳から６歳まで）を運営しています。また、㈱Musashi

International Educationは、国際バカロレアと同様に広く世界で導入されているケンブリッジ大学国際教育機構の

認定を受けた「ムサシインターナショナルスクール・トウキョウ」を運営しております。

 

[主要サービス一覧]

区分 事業区分 提供先 標準受講期間

（１）リカレント教育事業

 

①　法人向け人材育成事業系

法人

（一部個人）
～12ヶ月

・法人研修ソリューション

 ・BBT経営塾

 ・向研会（全国500社の経営者勉強会）

 ・リカレント教育

 ・BBT大学オープンカレッジ（公開講座）

 ②　University事業系

個人・法人

 

 ・ビジネス・ブレークスルー大学 48ヶ月

 ・ビジネス・ブレークスルー大学大学院 24ヶ月

 ・ボンド大学－BBT MBAプログラム 24ヶ月

 ③　英語教育事業系 個人・法人 １ヶ月～

 ④　ITマネジメント事業系 個人・法人 １日～３ヶ月

 ⑤　その他
個人・法人

 

 ・アタッカーズ・ビジネススクール ３ヶ月

（２）プラットフォーム

サービス事業

インターナショナルスクール事業系   

・アオバジャパン・インターナショナルスクール

（幼小中高）
個人 12ヶ月～

 
・アオバジャパン・バイリンガルプリスクール

（幼児）
個人 12ヶ月～

 
・サマーヒルインターナショナルスクール

（幼児）
個人 12ヶ月～

 ・ムサシインターナショナルスクール・トウキョウ

（幼小中高）
個人 12ヶ月～
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（１）リカレント教育事業

　リカレント教育事業は、①法人向け人材育成事業系、②University事業系、③英語教育事業系、④ITマネジメン

ト事業系、⑤その他により構成されております。

 

①　法人向け人材育成事業系

・法人研修ソリューション

　経営幹部、経営幹部候補生及びマネジャークラスを主たる対象に、問題解決手法、経営課題の分析・解決策立

案、DX教育、グローバル人材育成等、自社課題の解決力を養成するための多数のプログラムを擁しています。当

社の総合的なノウハウを活かした、未来のCxOを育成する経営幹部育成サービスの拡大が寄与し、顧客数、新規

顧客取引数、顧客１社あたり売上、いずれも増加基調にあります。顧客のニーズに合わせ、オンライン、対面、

ブレンディング、いずれの形態でも提供可能です。

 

・BBT経営塾

　企業の経営幹部候補生を対象にした次世代の経営者育成プログラムです。大前研一や経営者の講義を視聴し、

講師や他企業からの参加者とオンライン上で議論を通じて経営者としての視野・思考力を高めます。また、毎週

出題される、「あなたがこの企業のトップだったらどういう方向性を出すか」というケーススタディを通じて、

経営者に必要な構想力、戦略思考を徹底的に鍛えあげることを主眼に置いております。

 

・向研会（全国500社の経営者勉強会）

　経営者を対象に、大前研一による定例勉強会、各種セミナー、海外視察等を通じて、国内及び海外の経済環境

や経営課題の研究を行うプログラムであります。本プログラムは会員制となっており、東京、大阪、福岡、名古

屋の４地域で開催しております。

 

・リカレント教育

　当社は、マネジメント教育分野に加え最新のビジネス情報もいち早く吸収し、ビジネスに生かしていただける

よう、映像コンテンツを継続的に制作しております。当社が設立以来制作してきた映像コンテンツの検索・視聴

ができる「AirSearch」「AirCampus®」においては、マネジメント教育分野のオリジナルコンテンツ保有量とし

ては本邦で類を見ない、累計18,000時間超のコンテンツの中から、目的に合わせて検索し、視聴することが可能

です。また、講座単位でも受講可能なサービスもあります。

　また、このサービスは法人向けのみならず、当社講座を修了した個人にも、会員価格で提供しています（アル

ムナイサービス）。会員に対しては、当社ビジョンである「Lifetime Empowerment」に沿い、生涯学び続けるこ

とを促すラーニングマイル制度（割引制度）を設けております。

 

・BBT大学オープンカレッジ（公開講座）

　ビジネス・ブレークスルー大学のオープンカレッジ（公開講座）の位置づけとなり、一般に広く公開された講

座です。具体的には、「問題解決力トレーニングプログラム」、「リーダーシップ・アクションプログラム」等

が開講しております。法人顧客のみならず、個人の方も受講可能です。
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②　University事業系

・ビジネス・ブレークスルー大学/大学院

　当社は、2004年６月に東京都千代田区から「キャリア教育推進特区」適用の認定を受けました。同区において

株式会社による学校の設置が可能となったことから、当社は、文部科学省に対して「ビジネス・ブレークスルー

大学院大学（専門職大学院、現ビジネス・ブレークスルー大学大学院）」の設置認可の申請を行い、2004年11月

30日に文部科学大臣より認可を取得し、2005年４月に開学いたしました。修了生はMBA（経営管理修士（専門

職））が得られます。また2010年４月には、経営学士が取得できる「ビジネス・ブレークスルー大学経営学部」

を設置いたしました。

　本学は、「知のネットワークは、人間の能力を∞に伸ばす」を意味する校章の通り、多様性溢れるクラスメー

トや教員との議論から生まれる「集合知」の獲得を通じて、経営の実践力（戦略、会計、財務、マーケティン

グ、組織・人材開発等）、また、企業経営者・起業家・社会起業家等のトップに求められるリーダーシップ、多

様性マネジメント、問題解決力、人間としての統合的倫理観（インテグリティ）等の獲得を重視する実践的カリ

キュラムを提供しております。

　2022年度より、社会人が特定のスキルや科目を３か月で集中的に獲得する短期集中講座（例、「ファイナン

ス・ドリブンキャンプ」「実践マーケティングキャンプ」等）も高い需要を獲得しています。

 

・ボンド大学－BBT MBAプログラム

　オーストラリアのボンド大学との提携により、欧米型のMBAプログラムを提供しております。講義の約60％が

英語で行われるコースと全講義100％英語で行われるコースの２コースがあり、卒業までに２回のオーストラリ

アにおけるワークショップを受講する必要があります。修了時にはボンド大学よりMBA（経営学修士）の学位が

与えられます。

　日本国内のMBAプログラムの多くは国際的な認証を得ていない中、当プログラムは、世界を代表する国際認証

機関であるAACSB及びEQUISの二大国際認証を有しています。両認証を得るビジネススクールは、全世界でも数％

にとどまります。

　ビジネス・ブレークスルー大学/大学院、及び二大国際認証を有するボンド大学－BBT MBAプログラムは、厳し

い認可・認証が必要となることから新規参入障壁が高く、また当社が提供する教育の品質保証を示すものとも言

えます。

 

③　英語教育事業系

　ビジネスパーソン向けにビジネス英語、及び法人顧客向けにグローバルリーダーシップ、グローバルマネジメ

ント等のグローバル人材育成トレーニングを提供しています。また、子会社の㈱ブレンディングジャパンでは子

供専用オンライン英会話スクール「ハッチリンクジュニア」を提供しています。ともに、フィリピン子会社であ

るBBT ONLINE GLOBAL INC.において、グローバル企業や政府機関での勤務経験者、MBA保持者、教員免許有資格

者など、プロフェッショナルな経歴を持った現地の優秀な講師を雇用することで高品質なサービスを提供してい

ます。

 

④　ITマネジメント事業系

　子会社の㈱ITプレナーズジャパン・アジアパシフィックはITマネジメント領域における企業向け人材育成及び

組織開発サービスを提供しております。主力であるITサービスマネジメントのデファクトスタンダードのITIL®4

認定研修事業では、国内の同資格研修市場においてマーケットリーダーのポジションを確かなものにしておりま

す。また近年、海外市場と比べ遅れていたDX人材育成のニーズが日本企業の中で急速に高まりつつあります。DX

の推進や組織的なアジリティを高められる「アジャイル」や「スクラム」、「DevOps」等の領域を注力商品とし

て提供しております。

 

⑤　その他

・アタッカーズ・ビジネススクール

　既存の考え方を変革し、意欲的に新しい第一歩を踏み出す社会人を対象に、起業戦略、ビジネス構想力、戦略

シミュレーション、計数マネジメント等、新規ビジネスの構築に必要なエッセンスを効率的に養成するプログラ

ムを提供しております。
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（リカレント教育事業の特徴）

　当社グループは、講座や研修で活用する講義や教材・コンテンツの制作、研修やプログラムの講座運営、学習者

支援、講義を実装するオンライン学習システムまでを、当社オリジナルで一体開発・運営しています。従って、顧

客のニーズに応じたプログラムのカスタマイズを、迅速にきめ細かく、少額の追加投資で対応可能なビジネスモデ

ルです（下記、「コンテンツ企画から販売の流れ（オンライン教育の場合）」参照）。

 

[コンテンツ企画から販売までの流れ（オンライン教育の場合）]

 

 

ⅰコンテンツ

　最新かつ顧客から支持されるコンテンツを継続的に創出するために、ビジネススクール教授、コンサルティ

ングファーム代表などから構成されるコンテンツ会議にて企画・立案を行っており、自社スタジオで制作して

おります。設立以来、18,000時間超のコンテンツを企画・制作・保有しております。

 

ⅱオンライン学習システム

　インターネット上で受講生と講師による双方向のコミュニケーションを可能とするオンライン学習システム

を自社開発しております。オンラインによる学習環境を統合した“AirCampus®（オンライン学習システム）”

（※）を利用することにより、物理的制約を受けにくい人材育成をすることが可能です。また、AI学習支援AI

「BioLa」では、BBT大学が開学以来10数年間蓄積してきた大量の学習履歴データを「BioLa」に学習させるこ

とで、これまで教務担当者が行っていたデータ分析や判断を「BioLa」が代わりに行うことが可能になるな

ど、学習システムにおけるAI活用投資も積極的に行っております。ChatGPTをはじめとする生成AIも学習環境

の中に違和感のない形で取り込むべく、そのリリース・アップデートと共に迅速に内部で検討・開発を行い、

フィードバック支援、作問支援、情報要約支援といった様々な形でAirCampusに実装されております。

 

※　AirCampus®（オンライン学習システム）

　大学等で授業を運営するために必要な機能をWEBベースにまとめたオンライン教育のための学習環境統

合システムであります。具体的には、国内・海外で離れ離れの受講生に対して、オンライン上であたかも

一つのクラスルームのごとく、リアルタイムで議論を行う環境を提供するシステムです。
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（２）プラットフォームサービス事業

　未来の世界社会を牽引するグローバル水準のリーダーを育成する事業です。具体的には、国際バカロレア又はケ

ンブリッジ大学国際教育機構の認定を得たインターナショナルスクールの運営（都内12キャンパス）を行っていま

す。二大グローバルスタンダードとして認められる国際バカロレアとケンブリッジ大学国際教育機構の両方の認定

校を有するのは、日本で当社グループのみです。

 

・アオバジャパン・インターナショナルスクール

　子会社の㈱アオバインターナショナルエデュケイショナルシステムズは、幼少期から高等学校までを対象とした

「アオバジャパン・インターナショナルスクール」を運営しております。本校は国際バカロレアPYP・MYP・DP、並

びに国際的な学校教育機関の認定団体であるCIS、NEASCの認定校です。また、国際バカロレア機構から認定を受

け、アジア初となる完全オンラインで国際バカロレアディプロマ（IBDP）プログラムのパイロット版を提供してい

ます。

　本校を卒業した生徒には欧米及び国内の高等学校を卒業したものと同等の卒業資格、世界の主要な大学への受験

資格が与えられます。

 

・アオバジャパン・バイリンガルプリスクール

　子会社の㈱アオバインターナショナルエデュケイショナルシステムズは、１歳から６歳までを対象に、英語・日

本語のバイリンガル教育をベースとして、バレエ、ピアノ、空手、算盤などの知育・体育にも注力した特色のある

「アオバジャパン・バイリンガルプリスクール」を運営しています。本学も、国際バカロレアPYP認定校です。

 

・サマーヒルインターナショナルスクール

　子会社の㈱アオバインターナショナルエデュケイショナルシステムズは、１歳から６歳までを対象に、20カ国以

上の国籍の生徒が集う国際的な環境の下で、英語等の語学教育に加え、知育・体育・情操教育等バランスの取れた

カリキュラムを提供する「サマーヒルインターナショナルスクール」を運営しております。なお、「サマーヒルイ

ンターナショナルスクール」は、国際バカロレアPYP認定校です。

 

・ムサシインターナショナルスクール・トウキョウ

　子会社の㈱Musashi International Educationは、幼児から高等部までをカバーし、基本は英語ベースながら、

日本語・中国語・IT/STEM/ロボティクス教育等、テクノロジーの発展と国際化が急激に進む21世紀に必要な教育を

意識したカリキュラムを提供する「ムサシインターナショナルスクール・トウキョウ」を運営しております。な

お、「ムサシインターナショナルスクール・トウキョウ」はケンブリッジ大学国際教育機構の認定校です。
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　事業系統図は次のとおりであります。

［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

（千円）
主要な事業の内容

議決権の所

有割合又は

被所有割合

(％)

関係内容

（連結子会社）

㈱アオバインターナショナルエ

デュケイショナルシステムズ

（注）２

東京都練馬区 61,210
プラットフォーム

サービス

所有

直接100.0

・役員の兼任等

・資金の援助

BBT ONLINE GLOBAL INC.
フィリピン

マニラ市

5,000千

ペソ
リカレント教育

所有

直接99.9
・役員の兼任等

㈱Musashi International

Education
東京都三鷹市 3,000

プラットフォーム

サービス

所有

間接100.0
・役員の兼任等

㈱ITプレナーズジャパン・アジ

アパシフィック
東京都千代田区 10,000 リカレント教育

所有

直接100.0

・役員の兼任等

・資金の援助

㈱ABS 東京都千代田区 50,000 リカレント教育
所有

直接51.0
－

㈱ブレンディングジャパン 東京都千代田区 7,000 リカレント教育
所有

直接100.0
・役員の兼任等

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．㈱アオバインターナショナルエデュケイショナルシステムズについては、売上高（連結会社相互間の内部売

上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　　（1）売上高　　　3,486,482千円

（2）経常利益　　　260,951千円

（3）当期純利益　　127,819千円

（4）純資産　　　　961,191千円

（5）総資産　　　2,725,590千円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2024年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

リカレント教育 339 （70）

プラットフォームサービス 335 （160）

その他 － （－）

全社（共通） 28 （5）

合計 702 （235）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（アルバイト、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含ん

でおります。）は、（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門、システム開発部門、編成制作部門に所属してい

る者であります。

 

(2）提出会社の状況

    2024年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

134 （47） 42.7 8.0 6,040

 

セグメントの名称 従業員数（人）

リカレント教育 98 （42）

プラットフォームサービス 8 （－）

その他 － （－）

全社（共通） 28 （5）

合計 134 （47）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（アルバイト、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含ん

でおります。）は、（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。なお、当社は年俸制を採用しており、賞与の制度を設けて

おりません。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門、システム開発部門、編成制作部門に所属してい

る者であります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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(4）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

当事業年度

名称

管理職に占め

る女性労働者

の割合（％）

（注）１

男性労働者の

育児休業取得

率（％）

（注）２

労働者の男女の賃金の差異（％）

（注）３

全労働者
正規雇用

労働者

パート・有期

労働者

㈱Aoba-BBT 20.0 100.0 － － －

㈱アオバインターナショナルエデュ

ケイショナルシステムズ
66.7 80.0 － － －

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規

定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成

３年労働省令第25号）第71条の４第２号における育児休業等及び育児目的休暇の取得割合を算出したもので

あります。

３．労働者の男女の賃金の差異は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64

号）の規定による公表義務の対象ではないため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）会社の経営の基本方針

当社グループの事業目的は、「Lifetime Empowerment（生涯学び続け、自分をアップデートする学習プラット

フォームの提供）」という当社ビジョンに基づき、全ての年齢層が生涯学び続け自らをアップデートし続ける環

境を提供し、世界に通用する人材を育成することです。

この目的に沿い、プラットフォームサービス事業においては、世界標準の「国際バカロレア」「ケンブリッジ

大学国際教育機構」認定カリキュラムに立脚した、幼児から18歳までの一貫教育（幼・小・中・高等学校）を、

英語・日本語を含む多言語で提供しています。

そしてリカレント教育事業では、当社の創業以来の強みであるオンライン学習システム（AirCampus®）と

18,000時間を超える教育コンテンツを積極的に活用した教育を提供しています。

このように、幼児から大学・大学院、ビジネスパーソン、最高経営責任者、起業家までをカバーする「生涯教

育プラットフォーム」を構築し、全世界の人々に対し、世界水準の教育サービスを提供しております。

これらの企業活動を通じ、絶えず教育を革新し、新たな価値を創造する人材を輩出し続けることを基本方針と

しております。当社グループは、このような基本方針に基づいて事業を展開し業績の向上を図るとともに、株主

利益や社会環境にも十分に配慮し、企業価値の向上に努めていく所存であります。

 

（２）経営環境及び中長期的な会社の経営戦略

（経営環境）

日本並びに先進国経済は、コロナ禍の影響が安定化へ向かう一方、2022年２月以降のロシア・ウクライナ紛争

によるエネルギー、食糧、レアメタル等の市場ひっ迫、半導体を含む供給不足をトリガーとするインフレが継続

的に進みました。今後の企業経営においては、経営者と経営陣はより一層「自社、外部環境、顧客」を高く・広

く・深く掘り下げた経営が求められるようになったと思料され、また従来の「モノ」への投資から、無形の資

産、特に「人的資本」への投資の優劣が、企業競争力のそれを律速する競争へシフトしつつあります。

また、2020年からのコロナ禍が引き金となり、従来のように大学キャンパスに通学することなく大学を卒業す

る学生が増えました。このような流れから学位の価値が低下し、４年をかけて学位を取得するという従来型の大

学のモデルそのものに疑問を抱き、より短期で身近なスキルアップに関心を持つ層が増えております。

さらに2022年後半から大きな話題となっているChatGPTをはじめとした生成系AIが多くの産業・社会活動領域

に影響を与えています。中期的に俯瞰すると、人間の業務の一定割合は、AIやテクノロジーが代替するフェーズ

が一段階進んだと考えられます。特に、企業における働き方・人材育成のあり方、政府における人材政策、大

学・大学院等を始めとする学校経営の根本において、以下に例示する人材ニーズ増加にみられるとおり、大規模

な人材ニーズの変化が生じております。

 

・AIで代替できない「構想力」を有する人材ニーズ

・AI/DXを担うデジタル人材ニーズ

・AIで代替できないリーダーシップ・起業家精神・問題解決力を発揮する人材へのリスキリングニーズ

・高等教育を含む学校におけるデジタル技術活用、オンラインと集合研修を組合わせたブレンド型教育ニーズ

・あらゆる領域における一括教育から個別最適化教育への根本的なシフト

 

これらの変化は「Lifetime　Empowerment（生涯学び続け自分をアップデートする学習プラットフォームの提

供）」をビジョンに掲げ、子どもから経営者に至る全年齢層を対象に、AIに代替されない本質的な力を身につけ

た「世界で活躍するリーダーの育成」をミッションとした教育を一貫して提供してきた当社グループにとって、

非常に大きな成長機会となります。この成長機会を確実に掴むため、オンライン教育の事業会社から世界の教育

の最前線を走るEdTechカンパニーへ進化すべく、教育プラットフォームとコンテンツの両面において積極的な先

行投資を行っております。当該先行投資と、以下のような当社グループが有するノウハウと資産を活かし、企業

価値向上に繋げてまいります。
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・対話と集合知を重視したオンライン学習プラットフォーム

・経営者が知るべきビジネスやマネジメントの最前線をカバーする18,000時間超のコンテンツ・ライブラリー

・オンライン教育、ブレンド型教育の設計・開発・運営ノウハウ

・グローバル人材育成のための各種カリキュラム体系・小中高等学校教育における２大世界標準である「国際

バカロレア」、「ケンブリッジ国際」の認定を有する日本唯一の国際教育機関

 

（中長期的な会社の経営戦略）

当社グループは、2023年３月期から2025年３月期の３か年を対象とする『中期経営計画2022-24』を策定いた

しました。しかしながら、2024年３月期の通期連結業績について、急激な物価上昇や 円安進行等を背景とした

個人消費意欲の減衰、厳しい経営環境が継続したこと等により、増収ではあったものの当初計画を下回る結果と

なりました。特に、以下の事業分野において期初に想定していなかった要因が発生いたしました。

 

・University 事業系は、BBT大学経営学部において、若い世代を中心に４年間をかけて学位を取得するニーズ

が低下し、短期集中型のスキル系プログラムにシフトした結果、入学者減となりました。BBT大学大学院経

営学研究科は、CEOに求められる経営を実践的に学ぶMBAニーズは堅調なものの、コロナ後の消費分散の流れ

を受け大都市圏における40代以上の男性の出願数が減少しました。

・英語教育事業系は、教育のオンライン化の潮流と、買収した子ども向けオンライン英語事業を梃子に、中期

経営計画を策定しましたが、法人向けが堅調な一方、個人向けは消費意欲の減衰を背景に、2024年３月期は

前期比５％の成長にとどまりました。

・ITマネジメント事業系は、既存のIT サービスマネジメント領域の認定教育事業は堅調に成長した一方、ア

ジャイルやDevOps、DX推進等の新興領域の売上はマーケティング施策が効果に結びつかなかったため、前期

比約10％の成長にとどまりました。

 

これらの影響を勘案し、2024年５月15日において中期経営計画の最終年度である2025年３月期の数値目標を修

正、2025年３月期は以下のような取組方針を通じ、売上高8,313百万円（前期比11.2％増）、営業利益501百万円

（同30.8％増）を見込んでおります。

 

・リカレント教育事業については、各事業の中で最も高い成長を見込むのは法人向け人材育成事業系となりま

す。ポストコロナ時代におけるリカレント・リスキリングニーズの高まりを受け、デジタル時代に勝ち抜く

新しい形の人材育成のニーズは一層高まっております。このような法人顧客のニーズを捉え、売上高及び営

業利益の向上を図ってまいります。

・University事業系は、BBT大学、BBT大学院、Bond-BBT MBAの３つの組織をより統合し、人件費の抑制と事業

の効率化を図るとともに、ニーズが高まる法人派遣の獲得にも注力してまいります。

・ITマネジメント事業系は、AI/DX人材ニーズの高まりを背景に法人中心に事業を拡大する予定です。

・英語教育事業系は、英語のみならず法人のグローバル人材育成ニーズに応えた開発を行い、事業拡大を図り

ます。

・引き続き、売上高及び営業利益に寄与するのはプラットフォームサービス事業となります。2013年のアオバ

ジャパン・インターナショナルスクールの買収によってスタートしたプラットフォームサービス事業におい

ては、これまでM&Aと拠点開設の先行投資を行ってまいりました。2024年３月期以降は拠点開設の計画が無

いため、設備・人材への先行投資が一段落することから、先行投資拠点の順調な生徒数の増加と共に、売上

だけでなく利益額・利益率も向上が期待できます。

・世界でも事例は僅かで日本国内で初めてとなる、国際バカロレアのDP（ディプロマ・プログラム、高等学校

教育課程）のオンラインパイロット事業認可は、当社グループのオンライン教育ノウハウを生かせる領域で

あるだけでなく、今後の事業拡大に大きく資することが期待できます。日本の国際バカロレア教育のニーズ

の高まりだけでなく、世界の国際バカロレア教育の拡大も視野に入れた、当社グループのグローバル市場展

開の布石となるプロジェクトと考えております。

 

以上、今後とも変化に迅速かつ柔軟に対応し、企業の持続的な成長と価値創造を実現するための戦略をさらに

進めてまいります。
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（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

上記で述べた外部環境の変化は、当社グループの成長にとって非常に大きな事業機会が存在すると考えていま

す。かかる事業機会を獲得するために、以下の項目に取り組んでまいります。

 

① 幼児から高等学校までの国際的視野に立った世界標準の全人教育への世界標準の普及

世界規模で人類社会の未来を前向きに変革することが出来るという意味でのグローバルリーダー人材輩出の

ためには、幼少期から高等学校までの全人教育の充実が非常に重要です。そこで提供される教育は、世界標準

であることが必要です。現在、当社は、２大世界標準カリキュラムとして認識されている「国際バカロレ

ア」、「ケンブリッジ国際」の双方の認定校を幼児から高等学校まで一貫して運営する国内唯一の教育機関で

す。国際バカロレアの普及においては、自社で国際学校（アオバ・グループ）を運営するのみならず、６年前

から文部科学省の受託を受けて「文部科学省 IB教育推進コンソーシアム事業」の事務局を運営しております。

また、アオバジャパン・インターナショナルスクールは、オンラインでIB教育を提供することが可能なパイ

ロット校として、国際バカロレア協会から、世界で５校（アジア・オセアニア地区では唯一）の１校として選

抜されました。

以上の取組を通じて獲得した世界標準の教育ノウハウを梃子として、今後は物理的キャンパス拡大よりも投

資対効果に優れ、かつ当社の強みでもあるオンラインを通じ、国内のみならず、アジア・オセアニア市場にお

いても顧客層を拡大してまいります。リカレント教育、リスキリング教育といった「大人の学び直し」だけで

はなく、幼少期からの教育の構造的、質的向上についても大いに貢献したいと考えております。

 

② 法人研修市場でのシェア拡大と営業力強化

今や政府も重要な政策として掲げる、日本労働市場の生産性向上や活性化、超高齢化社会に備えた大人の生

涯規模での学び直し（リカレント教育）、AI革命に対処するためのリスキリング、給与所得者の賃金の継続的

向上等のためには、法人企業における人材育成やキャリア教育の大幅な向上が必須です。各種統計からも、日

本は①個人が自ら学ばないことに加えて、②企業が社員・従業員の人材育成に投資しないことが明示されて久

しい状況です。

こうした現状を打破するためには、法人研修事業において、顧客数の増加と１社当たりの取引額の拡大を重

視し、市場カバレッジの強化を図る必要があります。これを実現するために、組織構造を見直し、まず人員面

での営業力を強化いたします。また１社当たり取引額の拡大と収益性確保の観点から、企業全体のマネジメン

ト教育を「新人から経営層まで」一括して引き受けられ、また当社の強みである、顧客の経営戦略に直結した

「次世代経営人材育成」サービスを更に獲得できるよう大型提案に経営資源を集中する等、コンサルティング

型の法人営業を強化していく方針です。

加えて営業関連業務のDX化についても、これまで全体最適化を達成すべく業務のボトルネックの解消を目指

しペーパーレス化、ハンコレス化を実現してまいりました。その結果、顧客管理・営業事務フロー・販売管理

面において、業務効率を高め生産性を大幅に改善させてまいりました。今後も業務のムダを取り除き、省人

化、自働化に寄与する投資を積極的に実施し収益性の改善に繋げてまいります。

提供するサービスにおいては、財務・戦略・マーケティングといった経営人材に必須のスキルを提供するだ

けでなく、「AIを使いこなす能力」「AIで代替できない能力＝構想力」にも焦点を当ててコンテンツを開発し

てまいります。これらの取り組みにより、企業研修市場における当社のポジショニングを強化し、持続可能な

成長を確保します。
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③ 教育と業務に革新をもたらすテクノロジー・AIへの投資

当社グループが、今後オンラインを中心とした遠隔型マネジメント教育事業の業態拡大を目指すためには、

オンライン教育プラットフォームとコンテンツのオープンな拡張性とUXが非常に重要なものとなります。今後

は独自で設計開発してきたオンライン教育プラットフォームである“AirCampus®”及び“AirSearch®”に、AI

やデジタル技術を活用した機能強化を促進し、プラットフォームの垣根を越えた連携性、拡張性を推進するこ

とでこれまでにないUXを創出することでAI革命後の時代にふさわしい「学び舎（Air Campus）」「図書館（Air

Search）」として進化してまいります。

また、上述の通りアオバジャパン・インターナショナルスクールは、国際バカロレア機構（IB）が主導する

オンライン・ディプロマ（DP）教育のパイロット校に、アジアで初めて選出されました。このアジア・オセア

ニア地域への事業機会を着実に新たな収益源とすべく、国際学校におけるAI・デジタル技術とブレンド型学習

モデルのR＆Dを促進し、プラットフォームサービス事業の一層の収益拡大に努めてまいります。

またテクノロジー面のみならず、中等教育（アオバ）、高等教育（BBT大学・大学院）における学習モデル・

経営モデルを自ら革新していくとともに、オンラインまたはブレンド型の教育提供を通じ、日本の高等教育等

のビジネスモデル及び教育モデルの変革支援にも取り組んでまいりたいと考えております。

テクノロジー・AIの活用は教育面のみならず業務改善にも焦点をあてて取り組み、グループ全社で収益性の

改善に努めてまいります。

 

④ 人材の確保と育成

当社グループの事業拡大には、優秀な人材の確保と育成が欠かせません。当社グループでは、目的達成のた

めに主体的かつ積極的に行動できる起業家的な人材の確保、当社グループの企業カルチャーと企業ミッション

を共有化できる人材の育成が課題と考えております。

 

⑤ 社会情勢による事業の運営リスクの対応

日本並びに先進国経済は、コロナ禍の影響が安定化へ向かう一方、ロシア・ウクライナ紛争によるエネル

ギー、食糧、希少金属、半導体を含む供給不足をトリガーとするインフレが継続的に進みました。また、生成

系AIが多くの産業・社会活動領域に影響を与えています。当社グループでは、こうした社会的影響を受けるこ

となく、円滑な運営が継続できる対応策を検討し実施してまいります。

 

（４）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標

当社グループは、主として「売上高」及び「営業利益」をグループ全体の成長を示す経営指標と位置づけてお

ります。また、今後数年間において大きな飛躍を遂げるため、With/Postコロナ時代において出現・拡大する事

業機会の獲得に必要となる先行投資、支出を行ってまいります。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりです。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。

 

（１）サステナビリティ及びサステナビリティ戦略に関する当社グループの考え方

　当社グループは教育サービスを提供する企業群として、サステナビリティに関する戦略としては人的資本を重

要な資源と位置付け、組織の成長と競争力向上において不可欠な要素として認識しております。社員における成

長への機会提供・育成に留まらず、教育会社として社会の持続可能性に対して果たす役割は大きいと自任してお

ります。

　第一に、当社グループが社会に提供する価値とは、変革する時代に対応した新しいコンテンツを常に発信し、

１歳以上のすべての年齢層に、生涯にわたる学びを提供することです。“Lifetime Empowerment（生涯学び続け

自分をアップデートする学習プラットフォームの提供）”をビジョンに掲げていることからも、提供する学びの

内容には社会的な発展と事業の継続が同時に実現するサステナビリティの考え方を普及することも含まれるこ

と、また、その考え方の多様性についても知識を求める方々に提供することをもって、当社の成長と教育による

社会課題の解決を実現することが重要と考えております。当社グループのサービスを通じてSDGsの取組を担う人

材を輩出することが、サステナビリティに関する考え方及び取組の基本方針となります。

　第二に、当社グループは学習プラットフォームとしてオンラインの教育の場を提供することを操業当初より重

視しており、ペーパーレス化の推進や通学や場所を問わず教育の機会を平等に提供し続けることも基本方針とし

ております。

 

（２）当社グループのガバナンスについて

　当社グループは、企業価値の持続的な拡大と社会課題の解決を目指し、ESG視点でのガバナンス経営体制の強

化、充実に努めております。ESGに関するリスクや機会を取締役会が監督する責任を持ち、そのもとで社長執行

役員及び配下の各組織体が業務執行を担っています。

　ESG全体の業務執行については、取締役会による監督のもと各事業部門が担っており、迅速かつ的確に実行し

ております。各事業部門が担うことにより、課題に対して適切かつ迅速に遂行することが可能となります。

　ESGに関するリスク管理及び機会管理は、取締役会にて実施しております。

 

（３）当社グループのリスク管理について

　当社は、直接的あるいは間接的に当社グループの経営又は事業運営に支障をきたす可能性のあるリスクに迅速

かつ的確に対処するため、当社の取締役が各グループ会社の取締役会等で事業をモニタリングしております。こ

れにより、全社的なリスクの評価、管理、対策立案とその実行を迅速に行っております。

　サステナビリティに関連するリスクについても、取締役会において評価、管理を行い、また危機発生時には危

機のレベルに応じた対策本部を設置し、適切な対応を実施しております。

 

（４）サステナビリティ戦略に基づく取組について

　中期経営計画において重点項目としている５つの領域のうち、University事業系、法人向け人材育成事業系、

インターナショナルスクール事業系における当社グループ戦略に基づいた活動は次のとおりです。なお、残る英

語教育事業系やITマネジメント教育事業系においてはオンライン教育の提供が主な取り組みとなります。

　いずれの事業系においても、提供する教育の質と内容が最重要であり、その内容は常にモニタリングされてお

ります。法人向け人材育成事業系における教育コンテンツの制作にあっては番組審議委員会やコンテンツ会議に

て提供の内容が精査され、その結果が取締役会において確認されます。University事業系、インターナショナル

スクール事業系、英語教育事業系やITマネジメント教育事業系は現場の責任者が直接取締役に報告する体制を

もって教育の質と内容を確認し、迅速な対応を行っております。

　結果として、以下のような活動の実績がございます。

 

① University事業及び法人向け人材育成事業系の取組

　当社は、ビジネス・ブレークスルー大学、大学院及び企業におけるマネジメント教育を通して企業の倫理を

含む教育を行うことで、社会のサステナビリティに貢献しております。例として、以下のような講座を提供し

ております。
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関連項目 講座名

サステナビリティ SX戦略

サステナビリティ 脱炭素社会におけるエネルギー新潮流

サステナビリティ エネルギー産業の新潮流

サステナビリティ SDGsビジネス入門

サステナビリティ サーキュラー・エコノミー

サステナビリティ 企業のガバナンスと倫理

サステナビリティ コーポレートガバナンス概論

サステナビリティ サステナビリティを実現する価値創造者

人的資本・多様性 自律型人財として活躍するために必要な５つのこと

人的資本・多様性 経営者が知っておくべきジョブ型雇用

人的資本・多様性 これからの人事部員にもとめられるもの

人的資本・多様性 ダイバーシティとインクルージョン

人的資本・多様性 企業の未来とジェンダーダイバーシティ

人的資本・多様性 リカレントサミット

人的資本・多様性 組織行動・人的資本経営

女性の活躍 経営戦略としての女性活躍

ESG ESG経営における企業法務・企業統治

ESG ESG投資の急拡大から考える企業経営

 

　また、質の高い教育をすべての人に提供する活動の一環となる奨学金制度を継続しております。ビジネス・

ブレークスルー大学においては、日本プロ野球選手会、日本ラグビーフットボール選手会それぞれとアスリー

トの教育分野で協定を締結し、卒業までの学費を半額免除とする奨学金等、アスリートのセカンドキャリアを

支援しております。

 

② インターナショナルスクール事業系の取組

　当社グループは、次代を担う子どもたちが通うアオバジャパン・インターナショナルスクール（株式会社ア

オバインターナショナルエデュケイショナルシステムズ、以下「当校」という。）において競争優位の源泉と

なる国際バカロレア教育を導入し、継続的な普及に努めております。2018年より文部科学省ＩＢ教育推進コン

ソーシアム事務局業務を受託し、結果として国際バカロレア（IB）認定校・候補校のプログラム数が240校を超

えました。国際バカロレア教育の教育活動の中では、スクールコミュニティ全体がサステナビリティの活動に

取組ことで、子どもたちがサステナビリティに対する理解を深め、自ら考えて実践ができるよう教育環境の形

成に取組んでおります。広く地球規模での持続可能性に思いを馳せ、リーダーシップを取ることのできる人材

の育成は、社会への貢献のみならず、その質の高い教育を行えるスクールとしての社会的な認知がスクールの

持続的な発展に資するものと考えております。以下に、当校が実施した主な取組をご紹介いたします。

 

ⅰ国際バカロレア PYPのExhibitionにおけるSDGsに関連した探究と発表

　当校では、３歳から12歳を対象とした国際バカロレアのPrimary Years Programmeにおいて、毎年、

Exhibition（探究学習発表会）を開催しております。生徒はグループに分かれ、自らテーマを選び、探究活

動を行い、発表を行っております。これらの発表は、国際バカロレアのグローバルな学びと関連し、SDGsに

も関わる内容となっております。以下に2023年のSDGsに関連する発表例をご紹介いたします。

 

内容 SDGs

いじめの種類や過程、いじめが及ぼす個人と社会へ

の影響を調べ、いじめを止める方策を探究する
16「平和と公正をすべての人に」

水資源の汚染の実態とそれが社会に及ぼす影響を調

べ、水資源を適切に保全する方法を探究する

６「安全な水とトイレを世界中に」

14「海の豊かさを守ろう」

フードウェイストの歴史や過程、消費期限の種類を

調べ、個々人が取りうる行動を探究する
12「つくる責任　つかう責任」

地球温暖化の過程と影響を調べ、解決策を探究する 13「気候変動に具体的な対策を」
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ⅱ能登半島地震被災者への募金のための手作り菓子のバザー開催

　１歳から６歳の子どもたちが通うSummerhill International Schoolでは探究型教育プログラムの一環とし

て、子どもたちに留まらず保護者、教員を巻き込んでお菓子作りを行い、バザーを開催し、得られた収益を

全て能登半島で被災された方々に寄付いたしました。SDGs11「住み続けられるまちづくりを」に貢献する教

育活動の一例となります。

 

ⅲ学校コミュニティによる「スプリングカーニバル（学祭）」での環境配慮の取組

　当校では、学校生活を通じてグローバルな問題を学ぶ機会を提供するため、保護者を含む学校コミュニ

ティによって春に開催される学祭において、海やサンゴ礁の保護を目標の一つとして掲げました。2023年は

一般社団法人One Young World Japanにおいて取組のプレゼンテーションを行い、また募金活動も行いまし

た。SDGs４「質の高い教育をみんなに」の実現に向けた活動を続けております。

 

ⅳ学校コミュニティによる「フードロス削減」協力

　当校の目黒キャンパスでは、目黒区におけるフードロスを削減する取組であるフードドライブに定期的な

寄付を2023年も行っております。フードドライブとは、家庭で余っている食品を集め、地域の福祉施設など

食品を必要としている方々に届ける仕組みであり、SDGs２「飢餓をゼロに」に貢献する活動です。教育活動

に留まらず実際の問題解決者として行動することを重視し、２か月に１度、通学家庭から学校に集められた

食品を目黒区に届けております。

 

ⅴ奨学金制度の設置

　当校の高等部では、日本のみならず世界中からの高い目的意識を持った生徒のために奨学金制度を設置し

ております。これにより、優秀な生徒が教育の機会を失うことなく学習を開始・継続することが出来ます。

当該制度は、ⅲと同様に、SDGs４「質の高い教育をみんなに」の実現に向けた活動となります。また、当校

は子どもたちの教育に留まらず、次世代の教員育成にも力を入れております。2023年８月には、国際バカロ

レアのアジア太平洋地域ワークショップを、130名を超える方々を迎えて開催いたしました。

 

ⅵ高等部生徒による作文コンクールで優秀賞を受賞

　アオバジャパン・インターナショナルスクールは、日本政府主催の作文コンクールで団体賞と生徒個人の

優秀賞を受賞しました。北朝鮮人権侵害問題啓発週間の一環として、3,572作品の中から選ばれました。今後

も生徒たちが国際的な視点を持ち、社会問題に対して意識を高める教育を提供することで、 彼らの成長と社

会への貢献を支援していきます。

 

　また、当校は子どもたちの教育に留まらず、次世代の教員育成にも力を入れております。都留文科大学、国

際基督教大学、デンマークの大学コンソーシアムに加え、メルボルン大学とも教育実習の共同実施契約を締結

し、インターンシップの機会を提供し、日本に留まらない世界の地域社会に教育面で貢献いたします。

 

（５）当社グループの人的資本について

　私たち当社グループは、「世界で活躍する人材を育成する」ことをミッションとして掲げ、人々が自身の能力

を最大限に発揮し、世界で活躍しつづけることを支援してまいりました。

　そのために私たちのビジョンである“Lifetime Empowerment（生涯学び続け自分をアップデートする学習プ

ラットフォームの提供）”に基づき、生涯活力の源泉となるプラットフォームを形成し、人々が持つ潜在能力を

引き出し、生涯を通じた教育と成長の機会を提供することを目指しています。

　当社グループは、人的資本を重要な資源と位置付け、組織の成長と競争力向上において不可欠な要素として認

識しています。以下に、当社グループの人的資本に関する重要な情報と取組について開示いたします。

 
① ダイバーシティ＆インクルージョン

国内グループ全体においては、約30カ国の多国籍な社員で構成され、男女比率は３：７となっており、一定

の多様性を確保しております。人材の多様性は、当社のミッション・ビジョンを実現していくうえで重要な事

項と認識しており、多様な人材が知のネットワークを形成していく環境を追求してまいります。
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ⅰ女性管理職比率

　グループ全体での女性管理職比率は、2024年３月31日時点で47.4％を達成しております。

 管理職数
うち

女性管理職
女性管理職比率

目標
2028年度

当社 20 4 20.0％ 40％

国内グループ会社 24 13 54.2％ 維持

海外グループ会社 13 10 76.9％ 維持

グループ全体 57 27 47.4％ 50％

 

ⅱ子育て支援

　女性の育児休業後の職場復帰は100％を達成しております。男性の育休取得者は７名（対象者８名中）と

なっておりますが、育休取得を推奨しており今後更に改善してまいります。

 

② 社員が一体となった経営への参画

ⅰタスクフォースによる社員の参画

　当社は2023年10月１日付で㈱AOBA-BBTに社名を変更いたしました。そのプロセスにおいては海外のグルー

プ社員も含めてタスクフォースチームとして参画し「私たちの約束/Our Commitment」を作成、制定いたしま

した。また、「私たちの約束」を実現するための行動指針の制定においても参画し、社員と経営が一体と

なった会社運営を目指しております。

 

ⅱ経営情報の継続的な提供

　当社は毎月、全社員が参加することができる全体月次業績報告会を行っております。本報告会では社長自

らが経営状況を社員に説明し、会社の状況や課題をリアルタイムで社員に共有しております。また、週次に

おいても社内の新たな取組等を共有する機会を設けており、社員自らが経営への参画意識を醸成できる取組

を継続的に実施しております。

 

③ 社員の成長への機会提供・育成

　当社は社内のコンテンツの受講を推奨しており、当社においては一人当たり年間145.7時間（正社員）のコン

テンツ受講を実現しております。語学・リーダーシップ・論理的思考などのコンテンツが受講可能となってお

ります。特に毎週120分間配信している「大前ライブ・アワー」においては、時事問題の本質を考える内容と共

に、RTOCS（Real-time On-line Case Study）では実在する企業を取り上げ経営課題を考えるコンテンツとなっ

ており、社員自らが成長し活躍できる人材となる機会を提供しております。

　また、MBAの受講制度を導入しており、当事業年度においては本制度を利用して１名の社員がビジネス・ブ

レークスルー大学大学院のMBAを取得いたしました。本制度はボンド大学－BBT MBAの取得も対象としており、

グループ全体にも展開しております。

 

当社での研修等受講状況

 受講者数 総研修時間 受講対象者 平均受講時間

語学研修 38名 1,520時間
134名

（正社員）
11.3時間 ａ

リーダーシップ
論理的思考 他 24名 2,097時間

134名
（正社員）

15.6時間 ｂ

映像研修
（毎週配信）

181名 21,488時間
181名

（非正規社員含む）
118.7時間 ｃ

正社員一人当たり年間受講時間　145.7時間（ａ＋ｂ＋ｃ）
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３【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載してお

ります。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えら

れる事項については、投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。なお、当社グループは、こ

れらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避、発生した場合の対応に努める方針であります。

　なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、別段の記載のない限り、第26期有価証券報告書提出日現在におい

て、入手可能な情報に基づいて判断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性が

あります。

 

（１）事業環境について

①　オンライン教育市場について

　リカレント教育事業では、主としてインターネットを活用したオンライン教育を営んでおりますが、当社グ

ループとしては、今後もオンライン教育市場が拡大するものと見込んでおります。しかしながら、オンライン

教育市場の順調な成長が見られない場合、また生成AIがオンライン教育に与えるインパクトを機会ととらえず

適切な投資を実施しなかった場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。そのため市場

環境変化にも迅速に対応できるよう、引き続き独自開発のオンライン学習システム「AirCampus®」の機能強化

に努めてまいります。

 

②　競合について

　リカレント教育事業に関しては、民間の研修会社、コンサルティングファーム、シンクタンク系企業に加

え、独立行政法人化による大学の社会人教育への進出が伸びてきており、競争が激しくなるものと認識してお

ります。また、国内だけではなく国外からも競争相手が出現することにより、価格・サービス競争が激化する

ことも予想されます。当社グループのコンテンツ制作やオンライン学習システム等が競合企業と比べ優位性を

維持できない場合や、価格・サービス競争に適切に対応できない場合には、当社グループの業績に影響を与え

る可能性があります。当社グループでは、企業全体のマネジメント教育を「新人から社長まで」一括して引き

受けられるよう大型提案に経営資源を集中する等、法人営業を強化していく方針であります。具体的には、顧

客企業の人事教育制度そのものに当社グループが提供するマネジメント教育のプログラムが個別ではなく総合

的に採用されるよう各種各様のニーズに対して、コンテンツとオンライン学習システムのバリエーションの拡

充と品質の更なる向上・維持によって応え、当社グループのオンライン型マネジメント教育事業の一層の普及

を図り、収益拡大に努めております。

　プラットフォームサービス事業においても、インターナショナルスクールの新規参入が続いており、競争激

化による当社グループ業績悪化の可能性があります。教育の質の向上と生徒・保護者からの満足度の向上に、

引き続き務めてまいります。

 

③　法的規制について

　ⅰキャリア教育推進特区と構造改革特別区域法

　当社は、東京都千代田区が、構造改革特別区域法に基づいて2003年10月24日に内閣総理大臣から認定を受

けた構造改革特別区域計画「キャリア教育推進特区」を利用して、ビジネス・ブレークスルー大学を設置

し、当大学の経営を行っております。このキャリア教育推進特区では、東京都千代田区が同区全域を範囲と

して、株式会社が大学や専門職大学院の設置主体となることを認め、従来の学校教育と実社会を結び付け、

高い専門性を持った人材の輩出、地元企業との連携の充実、雇用や消費の拡大等、地域社会・経済の活性化

を図ることを目的としており、学校設置会社による学校設置の特例措置が設けられております。今後、これ

らの法制度の変更等が行われた場合には、当社の事業展開が、何らかの法的規制や制約等を新たに受ける可

能性があり、その結果、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　ⅱ大学設置基準について

　当社は、学校教育法に定める大学として、大学設置基準に基づき文部科学省より大学の設置の認可を取得

し、ビジネス・ブレークスルー大学を経営しております。設置基準は、大学設置基準の他に、大学院設置基

準、専門職大学院設置基準及び大学通信教育設置基準が定められております。各設置基準は、設置基準より

低下した状態にならないようにすることはもとより、その水準の向上を図ることに努めることとされており

ます。今後、当社が何らかの理由により上記設置基準の水準を満たすことができなくなり大学の認可を取り

消された場合、又は、当該法制度等の変更によっては、当社の事業展開に何らかの法的規制等を受けた場

合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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　ⅲ個人情報保護法

　当社グループは、個人情報を含む多数の顧客情報を保有及び管理しております。外部からの不正アクセ

ス、システム運用における人的過失、従業員の故意等による顧客情報の漏洩、消失、改竄又は不正利用等が

発生し、当社グループがそのような事態に適切に対応できず信用失墜又は損害賠償による損失が生じた場合

には、当社グループの業績に重大な影響を与える可能性があります。当社グループはこれらの情報資産の適

切な管理に最大限の注意を払っており、また、2005年４月に完全施行された個人情報の保護に関する法律や

これに関連する総務省及び経済産業省制定のガイドラインの要求事項遵守に努めております。

　ⅳインターネットに関する規制等について

　当社グループは、インターネットを利用したオンライン教育事業を展開しており、インターネットの普及

に伴う弊害の発生、利用者や事業者を対象とする新たな規制の導入、その他予期せぬ要因によって、イン

ターネット利用の制限、制約を受けた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

（２）当社グループの事業について

①　技術、システム面のリスクについて

　ⅰシステム障害について

　当社グループのサービス内容は、コンピューター及びインターネット技術に密接に関連し、通信事業者が

運営する通信ネットワークに依存しており、電力供給不足、災害や事故等によって通信ネットワークやサー

バーが利用できなくなった場合、コンピューターウイルスによる被害にあった場合、あるいは自社開発の

サーバー、ソフトウェアに不具合が生じた場合等によって、当社グループのサービスの提供が不可能となる

可能性があります。このような事態が発生した場合には、ユーザー等から損害賠償の請求や当社の社会的信

用を失う可能性等があり、当社グループの事業に重大な影響を与える可能性があります。そのため、障害の

兆候が見受けられる時や障害が発生した時には、携帯電話のメール等により当社の監視要員に通知する体制

を整えております。

　ⅱセキュリティについて

　当社グループはハッカーやコンピューターウイルス等に備えるため、ネットワーク監視システム及びセ

キュリティシステムを構築しておりますが、外部からの不正な手段によるサーバー内の侵入などの犯罪や従

業員の過誤等により顧客の個人情報等重要なデータが消去又は不正に入手される可能性は否定できません。

このような事態が発生した場合には損害賠償の請求を受ける可能性があり、また当社グループの社会的な信

用を失うことになり、当社グループの事業及び経営成績に重大な影響を与える可能性があります。当社で

は、情報セキュリティ対策として、ハード面での対策ではサーバーをISMS（情報セキュリティマネジメント

システム）に準拠したデータセンターにて運用管理しており、ネットワーク管理については365日24時間体制

で有人監視し、不正な動きがあった場合は瞬時に外部アクセスを遮断できる体制を整えております。

　ⅲ技術の進展等について

　当社グループのサービス内容は、コンピューター及びインターネット技術に密接に関連しております。コ

ンピューター及びインターネットの分野での技術革新のスピードは著しいものがあり、当社グループの想定

していない新しい技術の普及等により技術環境が急激に変化した場合、当社の技術等が対応できず、当社グ

ループの事業展開に影響を与える可能性があります。また、変化に対応するための費用が生じ、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。当社グループでは、適宜新しいシステム技術やセキュリティ関

連技術等を取り入れながらシステムの構築、運営を行い、サービス水準を維持、向上させております。

 

②　知的財産権について

　当社が各種サービスを展開するにあたっては、講師その他第三者に帰属する著作権等の知的財産権、肖像権

等を侵害しないよう、楽曲・写真・映像等を利用する際には、事前に権利関係を調査するなど細心の注意を

払っております。しかしながら、万が一、講師その他第三者の知的財産権、肖像権等を侵害した場合には、多

額の損害賠償責任を負う可能性があります。他者からの侵害を把握しきれない、もしくは適切な対応ができな

い場合には、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。当社が各種サービスを展開するにあたっ

ては、当社の持つ知的財産権等を侵害されないよう、映像コンテンツにはDRM（※）を実装し、不正コピー等が

行われないよう対策を講じており、また、各種オークションサイトに当社製品が出展されていないか定期的に

確認するなど、細心の注意を払っております。

※ DRM（Digital Rights Management、デジタル著作権管理）

音声・映像ファイルにかけられる複製の制限技術や画像ファイルの電子透かし等のデジタルデータの著作権を

保護する技術
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③　講師の確保について

　当社のコンテンツ制作にあたっては、最新の経済・経営の諸問題等をテーマとして取り上げると共に、適確

な見識をもって講義を行うことができる講師が必要となります。現時点において当社では、これらの講師を確

保し、継続してコンテンツを企画・制作して提供できているものと認識しております。

　当社は、引き続きこれらの講師の確保に努めていく方針でありますが、今後将来において、当社が求める適

確な見識をもって講義を行うことができる講師を適切な契約条件によって確保できなくなった場合、当社のコ

ンテンツ制作に重大な支障が生じ、当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

④　ビジネス・ブレークスルー大学について

　当社は、東京都千代田区が構造改革特別区域法に基づき、キャリア教育推進特区として内閣総理大臣から認

定を受け、同区において株式会社による大学・専門職大学院の設置が可能になったことから、文部科学省にビ

ジネス・ブレークスルー大学院大学（専門職大学院、現ビジネス・ブレークスルー大学大学院）の設置申請を

行い、2004年11月30日に認可を取得し、2005年４月１日に開学いたしました。また、2010年４月１日には、ビ

ジネス・ブレークスルー大学経営学部を開学しております。（以下あわせて「当大学」という。）

　当社は、当大学設置にあたって千代田区のキャリア教育推進特区を利用していることから、①在学生の修学

を維持するため、優先的に経営資源を投入するなどの最大限の経営努力を行うこと、②大学の経営に現に著し

い支障が生じ、又は生ずる恐れがあると認められるときは、以降の在学を希望しない学生に対して、残余の期

間分の授業料を返還すること、③大学の経営が不安定となり、継続が危ぶまれるときに、受講生が他の大学で

就学することを保証するため、授業料等返還のため預金等の措置を講ずるべき義務があること等を定めた協定

書を千代田区と締結しております。

　しかしながら、これら当社の経営努力がうまくいかず、結果として当社グループの営む他のサービスに影響

が及び、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。また本協定書に違反したと判断された場合

や、大学設置基準、大学院設置基準及び専門職大学院設置基準並びに大学通信教育設置基準に規定される設置

基準を満たさなくなった場合、協定書の更新を拒絶された場合は、キャリア教育推進特区における規制の特例

措置を受けることができなくなり、文部科学省より当大学の設置許可を取り消される可能性や学校の閉鎖命

令・勧告を受ける可能性があり、その結果、当社の業績に影響を与える可能性があります。この協定書を遵守

するため当社では、当大学の経営のために優先的に経営資源を投入するなどの経営努力を行っていく方針であ

りますが、一方、当社はこの方針によって当社の営む他のサービスに悪影響を及ぼさないよう万全の留意を払

い、経営努力を行っていく方針であります。

　なお、当大学では教授会を設置し、①教育研究の計画、立案に関する事項、②教育課程及び授業科目に関す

る事項等、当大学の教育研究に関することについては全て教授会で審議を経た上で学長あるいは大学経営陣が

決定することになっております。但し、大学の校地、校舎及び設備等に関わる投資など当社の経営全般に関わ

る重要な事項については、当社の取締役会で意思決定することになっております。

 

⑤　認証評価について

　当社が運営するビジネス・ブレークスルー大学及び同大学大学院は、学校教育法により文部科学大臣の認証

を受けた認証評価機関から定期的に評価を受けるよう定められております。国公私立の全ての大学が７年以内

毎に１度（専門職大学院は５年以内毎）の認証評価を受けることになっており、その結果の内容は①適合、②

期限付き適合、③不適合があります。いずれの評価結果においても、教育関連法令による大学の設置認可や学

位授与機関としてライセンスの失効を意味するものではありません。しかしながら、当大学の評価結果内容に

より、何らかの風説、風評及び報道等が為された場合等には、適切に対応することが必要となります。当該評

価結果に対し、当社が適切に対応できなかった場合、対応の如何に関わらず、当社にとって悪影響のある形で

当該評価結果が投資家、マスコミ報道、インターネット、その他社会一般に広まった場合等には、当大学のブ

ランドイメージ等が損なわれ、当社グループの業績等に影響を与える可能性があります。

 

⑥　インターナショナルスクールの運営について

　当社グループは、2013年10月、「アオバジャパン・インターナショナルスクール」を運営する㈱アオバイン

ターナショナルエデュケイショナルシステムズを子会社化し、インターナショナルスクールの運営を開始いた

しました。当該事業においては、特有の経営要素に関して一定の水準を維持できない場合には、当社グループ

の業績に影響を与える可能性があります。具体的には、英語で経営ができる教学経営陣、世界標準を満たすカ

リキュラムと認証取得、教員組織、教育の質を保証する仕組み、多様な国籍で構成される保護者や関係者との

良好なコミュニティの醸成などの整備が必要であり、これらの経営要素の維持、向上に努めております。
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⑦　企業買収、事業提携について

　当社グループは、事業拡大の手段の一つとして企業買収や戦略的提携を行う可能性があります。企業買収や

戦略的提携等において当初期待した成果が実現されない場合、買収後に偶発債務の発生や未認識債務が判明し

た場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。企業買収や提携の実施に際しては、適切

なデューデリジェンス、リスク評価を実施したうえで実行可否を判断するなどリスク回避に努めております。

 

⑧　減損会計について

　当社グループでは、連結貸借対照表に保有する土地、建物、のれん等を計上しております。各資産の時価が

著しく下落した場合や各事業の収益性が著しく低下した場合、これらの資産について減損会計の適用に伴う損

失処理が発生し、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

⑨　災害・感染症に関するリスクについて

　当社グループでは、地震、台風等の自然災害及び治療法が確立していない感染症やその他の感染力の強い病

気が社会的に流行した場合、当社グループの事業が円滑に運営できない事態が想定されます。予想を超える規

模の被災により建物や設備の倒壊・破損や感染症などによるサービスの継続、運営の中断等が発生し、当社グ

ループの業績に影響を与える可能性があります。当社グループでは、オンライン教育サービスの拡充など更な

るデジタル化を推進するとともに、リスク分散を実施し従業員の安全確保、災害及び感染症の未然防止等を実

施しております。

 

（３）組織体制について

①　人材の確保と育成について

　今後の業容の拡大及び業務内容の多様化に対応して、人材の確保が思うように進まない場合や、社外流出等

何らかの事由により既存の人材が業務に就くことが困難になった場合には、当社グループの事業活動に支障が

生じ、業績に影響を与える可能性があります。当社グループでは、育成を含め優秀な人材を適切な時期に確保

できるよう人事部門の強化に取組んでおります。

 

②　組織における管理体制について

　当社グループは、今後の更なる業容の拡大に応じた組織整備や内部管理体制の拡充が順調に進まなかった場

合には、当社グループの業務に支障が生じ、業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。当社

グループでは、引き続き業容の拡大に応じた組織整備や内部管理体制の拡充を図ってまいります。

 

（４）その他

　　コンテンツ出演者の不祥事・風評等について

　当社は、講師やキャスター等といった当社コンテンツの出演者が、事故、事件、不祥事等を起こした場合、

又は巻き込まれた場合、風説、風評及び報道等が為された場合等には、適切に対応することが必要となりま

す。その結果、これまで蓄積してきたコンテンツにおいて、該当する出演者が出演するコンテンツは使用でき

なくなったり、今後、新たなコンテンツの制作に支障が生じたりした場合には、当社グループの業績等に影響

を与える可能性があります。また、これらの発生事象に対し、当社が適切に対応できなかった場合、当社対応

の如何に関わらず、当社にとって悪影響のある形で当該発生事象が投資家、マスコミ報道、インターネット、

その他社会一般に広まった場合等には、当社のブランドイメージ等が損なわれ、当社グループの業績等に影響

を与える可能性があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

① 経営成績の状況

当連結会計年度における経営環境を概観しますと、

・ロシア・ウクライナ紛争、イスラエル・ハマス紛争、米中摩擦等の地政学リスクの高まり

・東欧、中南米、アジアにおけるポピュリスト政権の台頭

・国連安保理事会等の国際機関の問題解決力の逓減

・北米、EU、英国、ASEAN、OECD加盟国等におけるインフレの進行

・中国国内景気、特に不動産市場の縮小とバブル崩壊のリスク拡大

・日本の超低金利水準の継続と先行きの見えづらい円安の継続

・日本国内のインバウンド旅行者の大規模な復調と事業機会の拡大

・日本国内における労働分配率と賃金増への期待の高まり

・少子高齢化の進行による人材不足に伴う、リカレント教育、リスキリング教育の官民での注目の高まり

などが挙げられます。今後の企業経営において、経営者と経営陣は、より一層「自社、外部環境、顧客」を高く・

広く・深く掘り下げた経営が求められるようになったと思料され、また従来の「モノ」への投資から、無形の資

産、特に「人的資本」への投資の優劣が、企業競争力のそれを律速する競争へシフトしつつあります。

 

一方、2022年後半から大きな話題となっているChatGPTをはじめとした生成系AIは、多くの産業・社会活動領域

に影響を与えております。中期的に俯瞰すると、人間の業務の一定割合は、AIやテクノロジーが代替するフェーズ

が一段階進んだと考えられます。

さらに、2020年からのコロナ禍が引き金となり、従来のように大学キャンパスに通学することなく大学を卒業す

る学生が増えました。これより学位の価値が低下し、４年をかけて大学を卒業して学位を取得するという従来型の

大学のモデルそのものに疑問を抱く個人が現れております。

 

このような観点から、将来求められる人材の素養において、また企業の人材育成のあり方、政府の人材政策、大

学・大学院等をはじめとする学校教育の根本において、以下に例示するような大規模な人材ニーズの変化がもたら

されております。

 

・AIで代替できない「構想力」を有する人材

・AI/DXを担うデジタル人材

・AIで代替できないリーダーシップ・起業家精神・問題解決力を発揮する人材へのリスキリング教育の提供

・高等教育を含む学校におけるデジタル技術の活用、オンラインと集合研修を組合わせたブレンド型教育の導入の

重要性

・あらゆる領域における一括教育から個別最適化教育への根本的なシフト

 

これらの変化は「Lifetime　Empowerment（生涯学び続け自分をアップデートする学習プラットフォームの提

供）」をビジョンに掲げ、子どもから経営者に至る全年齢層を対象に、AIに代替されない本質的な力を身につけた

「世界で活躍するリーダーの育成」をミッションとした教育を一貫して提供してきた当社グループにとって、非常

に大きな成長機会となります。この成長機会を確実に掴むため、オンライン教育の事業会社から世界の教育の最前

線を走るEdTechカンパニーへ進化すべく、教育プラットフォームとコンテンツの両面において積極的な先行投資を

行っております。当該先行投資と、以下のような当社グループが有するノウハウと資産を活かし、企業価値向上に

繋げてまいります。
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・対話と集合知を重視したオンライン学習プラットフォーム

・経営者が知るべきビジネスやマネジメントの最前線をカバーする18,000時間超のコンテンツ・ライブラリー

・オンライン教育、ブレンド型教育の設計・開発・運営ノウハウ

・グローバル人材育成のための各種カリキュラム体系

・小中高等学校教育における２大世界標準である「国際バカロレア」、「ケンブリッジ国際」の認定を有する日本

唯一の国際教育機関

 

以上の結果、当連結会計年度における売上高は7,474百万円（前期比3.0％増）、営業利益は383百万円（同

16.4％増）、経常利益は388百万円（同19.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は242百万円（同66.5％減）

となりました。

 

（経営成績のポイント）

・売上高は、15期連続増収となり連結会計年度として過去最高を更新いたしました。

・リカレント教育事業は、リカレント教育事業を牽引する法人向け人材育成事業において、次世代人材育成ニーズ

の高まりとともに堅調です。またUniversity事業は新設した各短期課外講座の受講生数が増加傾向で、新たな収

益源となっております。その結果、増収増益となりました。

・プラットフォームサービス事業は、アオバジャパン・インターナショナルスクールがキャンパスの開設・改装の

先行投資の効果及び大学進学実績により、過去最高となる743名の生徒数で当連結会計年度末を迎え、売上に寄

与いたしました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

ⅰ リカレント教育事業

リカレント教育事業の売上高は3,632百万円（前期比3.2％増）、セグメント利益は134百万円（前期は８百万

円の損失）となりました。

 

（University事業系）

BBT大学経営学部は、受講者数が前期比において減少傾向にありますが、DX・AI等の社会及びビジネス上の市

場性の高まりを背景に、2024年４月開講の新たな短期課外講座「実践型 生成AI活用キャンプ」の受講申込が好

調です。財務をテーマにした短期課外講座「ファイナンスドリブンキャンプ」も、３期目となる2024年５月開講

に向けた受講申込が法人派遣を中心に堅調に推移しております。2023年度に好評を博した短期課外講座「デジタ

ルファーストキャンプ」についても、2024年秋に５期目の開講を予定しております。

BBT大学大学院においては、修了生の数は1,700名を超えることができました。受講者数は前期比においてやや

減少傾向にありますが、時代の趨勢にあわせた科目の改定や法人派遣の強化を行うとともに、「実践的な学び」

と「インターネット環境さえあれば世界中どこからでも学ぶことができる」という本学の特徴を訴求することに

よって、受講者を増やしてまいります。

BOND-BBT MBAプログラムを共同運営するBond大学は、Times Higher Education World University Rankings

(THE)が選ぶ「The world’s best small universities 2023」（学生数5,000人未満の大学）において８位とし

てオセアニア地域で唯一ランキング入りしました。国際的な教育の質を評価され、BOND-BBT MBAプログラムもこ

の評価に寄与しております。世界的に高い評価を得ている教育の提供機会をさらに拡大するべく募集活動を行っ

てまいります。また国内企業のグローバル化を推進するためのサクセッションプラン（次世代経営人材育成）に

連動した短期集中型リーダーシップ研修を開発し、提供を予定しております。

また当連結会計年度は、文部科学省より「大学等におけるリカレント教育の普及啓発イベント開催事業」を受

託いたしました。イベントの事務局を務め、リカレント教育の推進と普及に努めてまいります。
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（法人向け人材育成事業系）

人的資本経営の推進が企業において重要テーマとなっており、サクセッションプラン（次世代経営人材育

成）、社員のキャリア自律関連のプログラムのニーズが高まっております。次世代経営人材育成について、当社

グループは、この分野において20年超の実績があり、独自の経営人材育成手法Realtime Online Case Study

(RTOCS)やProblem Solving Approach等を活用し、企業の人材育成ニーズに応えております。また、キャリア自

律について、当社グループの18,000時間超のコンテンツを活用し、社員個々のキャリア目標に応じたカリキュラ

ムを提示するBBTパーソナライズが人気を博しております。また、構想力・イノベーション講座を2024年２月に

開講し、AI時代に最も必要とされる「０から１を生み出す」という究極の能力を育成いたします。

当社グループの18,000時間超のコンテンツがE-learning共通規格であるSCORMに対応し、他社LMS経由での提供

が可能になったことから、間接販売していただくパートナーを拡大させ多くの企業の人材育成に貢献してまいり

ます。具体的にはBBTエッセンシャルズというビジネスリーダー向けの学習し放題サービスの提供を開始いたし

ました。すでに多くの引き合いを頂いており、2024年度の収益に貢献していく予定です。また、海外のビジネス

スクールと密に連携したグローバル企業の次期経営チーム育成プロジェクトも開始しております。外国人社員も

含めた次世代経営人材育成のニーズが今後高まってくると予想しており、当社グループとしても注力いたしま

す。

新規取引先社数は当連結会計年度においても順調に拡大し、約130社との新規取引を開始いたしました。既存

顧客も含めた当連結会計年度の販売高も前期比116％の成長を達成しており、引き続き法人向け人材育成サービ

スの拡大を図ってまいります。

 

（英語教育事業系）

英語教育サービスとして、ビジネスプロフェッショナル向けサービスと、幼小中高生を対象とする２つのオン

ラインサービスを運営しております。

ビジネスプロフェッショナル向けサービスは、ビジネス英語需要に加え、当連結会計年度は顧客企業のグロー

バル人材研修、特にグローバル経営人材研修が増加しました。結果として当連結会計年度は法人売上が前期比

20％成長、また全体に占める法人売上比率が約８割となりました。

幼小中高生向けサービスは、オンラインで一般向け英会話の他、前期開始したバイリンガル国際人育成プログ

ラムGO Schoolは２年目で黒字化しました。

ビジネスプロフェッショナル向け、幼小中高生向けともに、前期比で増収基調となっており、さらなる拡大の

ため、より高品質なサービス開発を通じた事業拡大戦略も進めております。

 

（ITマネジメント事業系）

ITマネジメントサービスの中核組織である㈱ITプレナーズジャパン・アジアパシフィックは、主力である

ITIL®4認定研修事業において2023年度は前年比約145％成長し、同資格研修市場におけるマーケットリーダーと

して堅調に推移しました。

また、注力領域のアジャイル・DX分野の研修事業領域においては、従来の認定研修事業にとどまらず、ワーク

ショップを中心としたコンテンツ開発を強化してまいりました。今後はアジャイル領域の中でも最もニーズが高

いスクラムマスター人材の認定研修の拡充、及び非IT人材の方々に向けてアジャイルのエッセンスを体感できる

「アジャイル・レストラン」ワークショップ研修の拡販を推進してまいります。

 

※ ITIL® は AXELOS Limited の登録商標であり、AXELOS Limited の許可のもとに使用し、すべての権利は留保されております。
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ⅱ プラットフォームサービス事業

プラットフォームサービス事業の売上高は3,827百万円（前期比4.7％増）、セグメント利益は252百万円（同

16.2％減）となりました。人件費等の先行投資のためセグメント利益が減少しておりますが、安定的に売上を伸

ばし成長しております。

 

（インターナショナルスクール事業系）

本事業は、2013年に新規参入し、当時のおよそ６倍となる1,500名を超える生徒数を誇る日本で最大級のイン

ターナショナルスクールグループへと大きな飛躍を遂げております。旗艦校であり、国内で５校目の国際バカロ

レア（IB）幼・小・中・高一貫教育プログラムの認定校である「アオバジャパン・インターナショナルスクー

ル」ではキャンパスの開設・改装の先行投資の効果及び大学進学実績により、過去最高となる743名の生徒数で

当連結会計年度末を迎えました。その結果固定収入である授業料等が増収となっております。

教育における進歩も目覚ましく、国際バカロレアのDP（ディプロマ・プログラム）のテスト結果においては毎

年成績が向上し、大学合格実績においても、国内外のトップレベル大学への合格者を毎年輩出しております。

さらに当連結会計年度には国際バカロレア機構から東アジア初となるIB-DPのオンラインパイロット事業の事

業者と選定されました。これにより日本と比較し数十倍のマーケット規模となる東アジアやオセアニア地域での

普及活動が可能となり、大きな拡大のチャンスを得ることができました。これにあわせオンライン事業、いわゆ

るサイバー事業に対して積極的な投資を進めてまいります。

国際バカロレア教育の普及という観点では、2018－22年度に続き文部科学省よりIBコンソーシアム事業を受託

いたしました。前回の受託事業では国内で200校のIB導入という目標を達成いたしましたが、今回の受託事業で

はさらに質の向上と、大学入試との接続、海外からの留学生の受入れ、経済界と教育界の連携等、より一層の国

際教育の普及における課題に取り組んでまいります。当社グループとしても国際教育の普及という観点で、例え

ば熊本県における半導体投資と連動する形で、地方都市での国際教育拠点開設を支援するなど、地元の国際教育

の受け皿の構築支援となるインターナショナルスクール開校をサポートし、金融庁におけるセミナーに登壇する

など積極的に貢献しております。

１～６歳を対象にバイリンガル幼児教育を展開する「アオバジャパン・バイリンガルプリスクール」は、現在

７拠点を都下で運営し、580名超の生徒数で新しい学年をスタートしており、更なる成長を目指してまいりま

す。

ケンブリッジ大学国際教育機構の全プログラム（初等・中等・高等学校課程）の認定校である「ムサシイン

ターナショナルスクール・トウキョウ」は、2021年以降安定した生徒数を確保し、年間を通じて安定した利益を

生み出すスクールへと成長いたしました。現状は生徒数が収容定員に達する状況となっており、学業はもちろん

のこと、学校としての更なる飛躍を目指し拠点の開設などに取り組んでおります。

 

② 財政状態に関する分析

（資産）

当連結会計年度末の流動資産につきましては、前連結会計年度末に比べ668百万円減少し、2,998百万円とな

りました。主な要因は、その他流動資産が283百万円増加したものの、現金及び預金が926百万円減少したこと

によるものであります。固定資産につきましては、前連結会計年度末に比べ459百万円減少し、4,492百万円と

なりました。主な要因は、有形固定資産が312百万円、無形固定資産が158百万円減少したことによるものであ

ります。

これらの結果、総資産は前連結会計年度末に比べ1,127百万円減少し、7,491百万円となりました。

 

（負債）

当連結会計年度末の負債につきましては、前連結会計年度末に比べ896百万円減少し、2,716百万円となりま

した。主な要因は、未払金が255百万円、未払法人税等が294百万円、創業者特別功労引当金が237百万円減少し

たことによるものであります。

 

（純資産）

当連結会計年度末の純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ230百万円減少し、4,774百万円となり

ました。主な要因は、自己株式の取得により256百万円減少したことによるものであります。
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③ キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ926百万

円減少し、当連結会計年度末には2,291百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、428百万円（前期は1,116百万円の獲得）となりました。主な要因は、税金

等調整前当期純利益371百万円、減価償却費249百万円を計上した一方、創業者特別功労引当金の減少額237百万

円、未払又は未収消費税等の増減額417百万円、法人税等の支払額570百万円により資金が減少したことによる

ものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果獲得した資金は、46百万円（前期比98.0％減）となりました。主な要因は、有形固定資産の

取得による支出103百万円、無形固定資産の取得による支出54百万円により資金が減少した一方、有形固定資産

の売却による収入206百万円により資金が増加したことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、547百万円（前期比70.4％減）となりました。主な要因は、自己株式の取得

による支出256百万円、配当金の支払額222百万円によるものであります。

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

 2023年３月期 2024年３月期

自己資本比率(％) 57.8 63.3

時価ベースの自己資本比率(％) 75.0 69.9

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年) 0.2 －

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 178.8 －

各指標の算出は以下の算式を使用しております。

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

３．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対

象としております。

４．営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活

動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。

５．2024年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、

営業キャッシュ・フローがマイナスであるため記載しておりません。
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④ 生産、受注及び販売の実績

ⅰ 生産実績及び受注実績

当社グループは、オンライン型マネジメント教育及びインターナショナルスクールの運営等を主たる事業とし

ており、提供するサービスの性格上、生産及び受注という形態をとっていないため、記載しておりません。

ⅱ 販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

前年同期比（％）

リカレント教育 （千円） 3,632,631 103.2

プラットフォームサービス （千円） 3,827,535 104.7

その他 （千円） 14,638 18.2

合計 （千円） 7,474,805 103.0

（注）１　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　相手先別の販売実績は、総販売実績に対し10％以上のものはありません。

 

（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点によるグループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

① 財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社グループの当連結会計年度の財政状態及び経営成績は、「（１）経営成績等の状況の概要　① 経営成績の

状況」及び「② 財政状態に関する分析」をご参照ください。

 

② キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループのキャッシュ・フローの状況の分析については「（１）経営成績等の状況の概要　③ キャッ

シュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

・資本の財源及び資金の流動性

当社グループの運転資金需要については、リカレント教育事業に関わる講師料、ロイヤリティ、コンテンツ制作

費とプラットフォームサービス事業に関わる各インターナショナルスクールの教員人件費、教材費、生徒の送迎費

用、給食費、衛生管理費、各事業に関わる広告宣伝費等の販売費及び一般管理費等があります。また、設備資金需

要については、リカレント教育事業に関わる「AirCampus®」の機能強化、その他全社に関わる研修施設の維持・修

繕とプラットフォームサービス事業に関わる新規拠点開発等があります。

また、当社グループの事業活動の維持拡大に必要な資金を安定的に確保するため、内部資金の活用及び金融機関

からの借入等により資金調達を行っております。運転資金につきましては、営業キャッシュ・フローで獲得した資

金を投入しており、有利子負債の調達に頼らない経営を行っております。投資資金につきましては、投資案件に応

じて、事業計画に基づく資金需要、金利動向等の調達環境、既存借入金の返済状況等を考慮のうえで、金融機関か

らの借入等から、調達手段・規模を適宜判断して実施しております。

自己株式につきましては、事業計画の進捗状況、当社グループの業績見通し、株価動向、財政状態及び金融市場

等を総合的に勘案し取得をしていくこととしております。

 

③ 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

連結財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについて

は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載

のとおりであります。
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５【経営上の重要な契約等】

会社名 契約先 契約書名 契約内容 契約期間

当社 ボンド大学 Service Agreement ボンド大学とのMBAプログラムの

提携に関する契約

自　2001年４月１日

至　2003年10月31日

以後、２年間単位の自動更新

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度に実施しました設備投資は総額140百万円となりました。主な内訳は、以下のとおりであります。

（リカレント教育）  

・オンライン学習システムの開発 42百万円

・本社ビルの改修 11百万円

（プラットフォームサービス）  

・アオバジャパン・インターナショナルスクール光が丘体育館等改修工事 44百万円

・アオバジャパン・バイリンガルプリスクール晴海ウッドデッキ改修工事 11百万円

なお、設備投資額には、資産除去債務に対応する除去費用の資産計上額は含まれておりません。

また、当社は、賃貸不動産として保有していた本社の土地及び建物等（前期末帳簿価額190百万円）を譲渡する契

約を2023年９月22日に締結し、2023年９月25日に引渡を完了いたしました。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

2024年３月31日現在
 

事業所名

（所在地）

セグメント

の名称

設備の

内容

帳簿価額（千円）

従業員数

（人）建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

工具、器具

及び備品

土地

(面積㎡)
ソフトウエア 合計

本社

（東京都千代田区）

・リカレン

ト教育

・プラット

フォーム

サービス

・その他

事務所、

スタジオ設

備、賃貸不

動産

148,234

[5,471]
332 10,514

605,006

（357.60）

[33,756]

－
764,088

[39,228]

8

(1)

麹町オフィス

（東京都千代田区）
事務所設備 26,709 － 25,422 － 121,837 173,969

126

(46)

研修所

（長野県茅野市）

リカレント

教育
建物 1,410 － － － － 1,410 －

研修所

（静岡県熱海市）

リカレント

教育
土地・建物 195,378 － 7,969

8,570

（1,000.08）
－ 211,918 －

（注）１．麹町オフィスについては他の者から建物賃借を受けており、その賃借料は月額3,025千円であります。

麹町オフィス 2024年３月期支払賃借料 36,309千円 面積　606.25㎡

２．本社の建物及び土地の一部を賃貸しております。賃貸している建物及び土地の金額は［内書］しておりま

す。

３．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（アルバイト、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含ん

でおります。）は、（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
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(2）国内子会社

2024年３月31日現在
 

会社名
事業所名

（所在地）

セグメント

の名称

設備の

内容

帳簿価額（千円）

従業員数

（人）建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

工具、器具

及び備品

土地

(面積㎡)
その他 合計

㈱アオバイン

ターナショナル

エデュケイショ

ナルシステムズ

光が丘キャンパス

（東京都練馬区）

プラット

フォーム

サービス

校舎 363,686 － 23,173 － 6,704 393,564
79

(28)

目黒キャンパス

（東京都目黒区）
校舎 9,073 － 671 － － 9,745

14

(3)

文京キャンパス

（東京都文京区）
校舎 256,128 － 22,498 － 255 278,882

26

(1)

晴海キャンパス

（東京都中央区）
校舎 22,296 0 2,374 － － 24,671

25

(13)

早稲田キャンパス

（東京都新宿区）
校舎 28,587 0 1,149 － － 29,736

22

(26)

中野キャンパス

（東京都中野区）
校舎 38,179 779 4,626 － － 43,585

20

(10)

下目黒キャンパス

（東京都目黒区）
校舎 44,684 2,409 3,449 － － 50,543

16

(13)

用賀キャンパス

（東京都世田谷

区）

校舎 64,092 2,813 7,085 － － 73,990
13

(13)

麻布キャンパス

（東京都港区）
校舎 3,352 0 117 － － 3,469

13

(－)

㈱Musashi

International

Education

キャンパス

（東京都三鷹市）

プラット

フォーム

サービス

校舎 65,997 1,409 2,702
130,203

（455.56）
－ 200,312

57

(17)

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、建設仮勘定、及び無形固定資産（のれんを除く）の合計であります。

２．資産除去債務に対応する除去費用の資産計上額は含まれておりません。

３．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（アルバイト、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含ん

でおります。）は、（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設

2024年３月31日現在
 

会社名

事業所名
所在地 セグメントの名称 設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定
完成後の

増加能力総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

提出会社

麹町オフィス

東京都

千代田区

・リカレント教育

・プラットフォー

ムサービス

・その他

オンライン学

習システム
66,181 － 自己資金 2024.4 2025.3 （注）

（注）完成後の増加能力は合理的に算出することが困難なため、記載を省略しております。

 

(2）重要な設備の改修

2024年３月31日現在
 

会社名

事業所名
所在地 セグメントの名称 設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定
完成後の

増加能力総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

提出会社

本社

東京都

千代田区

・リカレント教育

・プラットフォー

ムサービス

・その他

本社ビルの

改修
21,100 － 自己資金 2024.4 2024.6 （注）

㈱アオバイン

ターナショナ

ルエデュケイ

ショナルシス

テムズ

東京都

中央区

プラットフォーム

サービス
空調工事 8,400 － 自己資金 2024.8 2024.8 （注）

㈱Musashi

International

Education

東京都

三鷹市

プラットフォーム

サービス
校舎改修工事 10,000 － 自己資金 2024.8 2024.8 （注）

（注）完成後の増加能力は合理的に算出することが困難なため、記載を省略しております。

 

(3）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 
 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（2024年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2024年６月27日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 14,264,100 14,264,100
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 14,264,100 14,264,100 － －

（注）完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2018年７月25日（注） 8,500 14,264,100 1,865 1,818,355 1,865 1,384,754

（注）譲渡制限付株式報酬の付与を目的とした新株式の有償発行

発行価格　　439円

資本組入額　219.5円

割当先　　　当社取締役及び監査役　計12名
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（５）【所有者別状況】

       2024年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その
他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
－ 10 24 38 25 21 3,295 3,413 －

所有株式数

（単元）
－ 10,107 1,636 4,593 5,881 2,031 118,362 142,610 3,100

所有株式数

の割合

（％）

－ 7.09 1.15 3.22 4.12 1.42 83.00 100.00 －

（注）１．株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式554,600株（5,546単元）は「金融機関」に含まれております。

２．自己株式212,776株は、「個人その他」に2,127単元及び「単元未満株式の状況」に76株を含めて記載してお

ります。

 

（６）【大株主の状況】

  2024年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

大前　研一 東京都千代田区 5,445,700 38.76

㈱日本カストディ銀行（信託Ｅ口） 東京都中央区晴海１丁目８番12号 554,600 3.95

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８番１号 300,000 2.14

久保　博昭 東京都大田区 238,300 1.70

酒井　拓 福岡県福岡市博多区 227,200 1.62

宮本　雅史 東京都渋谷区 198,000 1.41

伊藤　泰史 東京都文京区 194,100 1.38

F．W．HUIBREGTSEN

（常任代理人　当社）

AMERSFOORTSESTRAATWEG 55 1402 GR

BUSSUM NETHERLANDS

（東京都千代田区六番町１－７）

188,000 1.34

日森　潤 千葉県柏市 168,900 1.20

村井　純 東京都世田谷区 166,000 1.18

計 － 7,680,800 54.66

（注）当社は株式給付信託（J-ESOP）を導入しており、㈱日本カストディ銀行（信託Ｅ口）（以下「信託Ｅ口」とい

う。）が当社株式554,600株を保有しております。信託Ｅ口が保有する当社株式については、自己株式に含めて

おりません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 212,700

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,048,300 140,483 －

単元未満株式 普通株式 3,100 － －

発行済株式総数  14,264,100 － －

総株主の議決権  － 140,483 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の記載には、株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式554,600株（議

決権の数5,546個）が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の記載には、自己保有株式が76株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

㈱Aoba-BBT

東京都千代田区六番

町１－７
212,700 － 212,700 1.49

計 － 212,700 － 212,700 1.49

（注）１．株主名簿上は、当社名義株式が212,776株あり、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（自己

株式等）」欄に212,700株、「単元未満株式」欄に76株含めております。

２．「自己名義所有株式数」の欄には、株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式554,600株は含めておりま

せん。
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（８）【役員・従業員株式所有制度の内容】

（株式給付信託（J-ESOP））

　当社は、2023年11月10日開催の取締役会決議に基づき、当社グループの業績拡大と企業価値向上によるメリット

を、当社並びにグループ会社の社員・教職員の報酬とより一層直結するために、当社グループ社員・教職員に対し

て自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以下「本制度」といい、本制度に関

してみずほ信託銀行株式会社と締結する信託契約に基づいて設定される信託を「本信託」という。）を導入してお

ります。

 

①　本信託の概要

(1）　名称　　　　　　　 ：株式給付信託（J-ESOP）

(2）　委託者　　　　　　 ：当社

(3）　受託者　　　　　　 ：みずほ信託銀行株式会社

（再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行）

(4）　受益者　　　　　　 ：社員・教職員のうち株式給付規程に定める受益者要件を満たす者

(5）　信託管理人　　　　 ：当社の社員・教職員から選定

(6）　信託の種類　　　　 ：金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）

(7）　信託の目的　　　　 ：株式給付規程に基づき信託財産である当社株式を受益者に給付すること

(8）　本信託契約の締結日 ：2023年11月27日

(9）　金銭を信託する日　 ：2023年11月27日

(10） 信託の期間　　　　 ：2023年11月27日から信託が終了するまで

（特定の終了期日は定めず、本制度が継続する限り信託は継続します。）

②　社員・教職員に取得させる予定の株式の総数

554,600株

③　本制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

　当社並びにグループ会社の社員・教職員のうち株式給付規程に定める受益者要件を満たす者
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2023年８月10日）での決議状況

（取得期間　2023年８月14日～2023年８月14日）
50,000 20,900,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 40,000 16,720,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 10,000 4,180,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 20.0 20.0

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 20.0 20.0

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 － －

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、2024年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る移

転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 212,776 － 212,776 －

（注）１．保有自己株式数には、株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式554,600株は含めておりません。

２．当期間における保有自己株式数には、2024年６月１日からこの有価証券報告書提出日までに取得した株式数

及び処分した株式数は反映しておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つと位置づけ、各期の経営成績、企業体質の強化と今後の

事業展開に向けた内部留保の充実等を総合的に勘案しつつ、継続的な配当の実施に努めることを基本方針としており

ます。

　当事業年度は、株主の皆様の長期的な視点に配意しつつ、上記基本方針及び当期の業績等を勘案いたしまして、１

株当たり11円00銭の普通配当を実施しております。

　なお、当社は、中間配当をすることができる旨を定款で定めておりますが、期末配当の年１回を基本的な方針とし

ております。これらの剰余金の配当等の決定機関は、取締役会であります。

 

　基準日が当事業年度末に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

2024年５月15日
154 11.00

取締役会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、企業価値の持続的な増大を図るには、コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが不可欠であ

るとの認識のもと、ガバナンス体制の強化、充実に努めております。

　まず、株主に対する説明責任を果たすべく、迅速かつ適切な情報開示の実施と経営の透明性の確保を重視して

おります。また、変化の早い経営環境に対応して、迅速な意思決定及び業務執行を可能とする経営体制を構築す

るとともに、経営の効率性を担保する経営監視体制の充実を図ってまいります。さらに、健全な倫理観に基づく

コンプライアンスの体制を徹底し、株主、顧客をはじめとするステークホルダー（利害関係者）の信頼を得て、

事業活動を展開していく方針であります。

　今後も、会社の成長に応じて、コーポレート・ガバナンスの体制を随時見直し、企業価値の最大化を図ること

を目標としてまいります。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社は、社外取締役による社外の視点を入れた監査・監督体制が経営監視機能として有効であると判断し、社

外取締役３名を含む取締役７名で構成される取締役会と社外取締役２名を含む取締役３名で構成される監査等委

員会による監査等委員会設置会社を採用しております。
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③　会社の機関の内容及び内部統制・リスク管理体制の整備の状況

ⅰ　取締役会

　取締役会は４名の取締役（監査等委員である取締役を除く。うち２名が常勤取締役、２名が非常勤取締役

（うち１名が社外取締役））及び監査等委員である取締役３名（うち２名が社外取締役）により構成されてお

ります。また、社外取締役３名全員を東京証券取引所に独立役員として届出ております。取締役会では、経営

会議での議論も踏まえて経営上の重要な意思決定を行うとともに、各取締役の業務執行の監督を行っており、

毎月開催される定時取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。

（提出日現在の体制　代表取締役社長柴田巌（議長）、取締役副社長政元竜彦、取締役鎌田由美子（社外取締

役）、取締役大前創希、常勤監査等委員徳永裕司、監査等委員志村晶（社外取締役）、監査等委員寺岡和治

（社外取締役））

 

　当事業年度における活動状況は次のとおりです。

地位 氏名 出席状況

代表取締役会長 大前　研一 全２回中２回

代表取締役社長 柴田　巌 全12回中12回

取締役 政元　竜彦 全12回中12回

取締役 門永　宗之助 全２回中２回

取締役 廣瀬　光雄 全２回中２回

取締役 宇田　左近 全２回中０回

社外取締役 寺岡　和治 全２回中２回

社外取締役 鎌田　由美子 全12回中12回

取締役 大前　創希 全10回中10回

常勤監査等委員

（社外取締役）
森井　通世 全２回中２回

常勤監査等委員

（取締役）
徳永　裕司 全10回中10回

監査等委員

（社外取締役）
志村　晶 全12回中８回

監査等委員

（社外取締役）
村田　正樹 全２回中２回

監査等委員

（社外取締役）
寺岡　和治 全10回中10回

（注）2023年４月から2024年３月までに開催された取締役会は12回であり、取締役大前創希、取締役徳永裕司

の両氏の就任以降開催された取締役会は10回、代表取締役会長大前研一、取締役門永宗之助、取締役廣

瀬光雄、取締役宇田左近、社外取締役森井通世、社外取締役村田正樹の退任までに開催された取締役会

は２回となっております。

 

　当事業年度の取締役会における具体的な検討内容は、当社グループの経営方針、中期経営計画の進捗と課題

のモニタリング、IR戦略、サステナビリティに関する戦略と取組及び組織体制の方針等です。

ⅱ　監査等委員会

　監査等委員会は３名で構成され、うち２名が社外取締役であり、うち１名が常勤監査等委員であります。常

勤監査等委員は経営会議に出席し、十分な情報に基づいて経営全般に関し幅広く検討を行っております。監査

等委員会は、社外の独立した立場から経営に対する適正な監視を行っております。また、監査計画に基づく監

査の実施状況や各監査等委員からの経営情報を共有化するなど、監査等委員間のコミュニケーションの向上に

より監査の充実を図っております。

（提出日現在の体制　常勤監査等委員徳永裕司（委員長（取締役））、監査等委員志村晶（社外取締役）、同

寺岡和治（社外取締役））

ⅲ　経営会議

　当社では、原則として月１回、常勤取締役、各部署の責任者及び常勤監査等委員が出席する経営会議を開催

しております。経営会議は、事業計画及び業績についての検討及び重要な業務に関する意思決定を行っており

ます。各部門の業務の執行状況が報告され、情報を共有しつつ、十分な議論を行っております。
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ⅳ　監査法人等

　当社は、必要に応じて顧問弁護士や会計監査人から意見を聞くなど協力体制を構築し、内部監査の実施や社

内規程をはじめ、「コンプライアンスマニュアル」などの内規を整備するなど、リスク管理を徹底し、当社の

役員や社員へ法令遵守の重要性を啓蒙することによりコンプライアンスの向上に努めております。

 
④　業務の適正を確保するための体制

　当社の業務の適正性を確保するための体制として、2019年６月25日開催の取締役会において「内部統制システ

ムの基本方針」に関する決議を行っております。当該基本方針につきましては、監査等委員会設置会社への移行

に伴う所用の改訂を行ったものであります。

　当社の内部統制の基本方針は下記のとおりであります。

 

ⅰ　取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　コンプライアンス体制を整備するとともに、内部監査部門を設置し、内部監査を実施することにより、全社

的な業務全般にわたる内部統制の有効性と妥当性を確保する。これらの活動は定期的に取締役会及び監査等委

員会に報告されるものとする。

　監査等委員会が監査等委員会規程に則り策定する各事業年度の監査計画に基づき、適法性監査及び妥当性監

査を推進する体制とするが、効率的に行われることを確保するための体制に関するその他事項が発生した場合

は、その都度取締役会において審議決定する。

　監査等委員は重要な会議への出席ができるものとする。また、取締役その他の使用人に対してその職務に関

する事項の報告を求めるとともに業務及び財産状況を調査できるものとする。

ⅱ　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　文書取扱規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以下、文書等という。）に記録

し、保存する。取締役は、文書取扱規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

ⅲ　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　コンプライアンス、環境、災害、コンテンツ、情報セキュリティー等に係るリスクについては、それぞれの

担当部署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うとし、新たに生じ

たリスクについては、速やかに対応責任者となる取締役を定める。

ⅳ　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会規程に則り、原則月１回の取締役会及び必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営に関する重要事

項の決定及び取締役の業務執行状況の監督等を行う。

　取締役及び使用人による効率的な職務執行の確保、責任権限に関する事項を明確にするため、組織規程、業

務分掌規程、職務権限規程等の社内規程を整備し、取締役及び使用人の職務の執行が適正かつ効率的に行われ

る体制を構築する。

ⅴ　会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　関係会社管理規程及びグループ子会社等の職務執行に関する規程を定め、各子会社の業務を適切に管理す

る。また、当社幹部が各子会社の取締役を兼務し、各社から業務執行状況の報告を受けるとともに必要な助

言・指導を行うものとする。

（１）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

各子会社は、業務の遂行状況、財務状況等を定期的に当社の経営会議において報告する。

（２）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

各子会社は、各子会社において当社の体制に準じたリスク管理体制を構築し、これを維持する。

（３）子会社の取締役等の職務の遂行が効率的に行われていることを確保するための体制

・各子会社の業務運営については、必要に応じ子会社との会議を企画し、意思の疎通を図るものとす

る。

・各子会社が重要な経営判断を行う場合には、当社と事前に協議するものとする。

（４）子会社の取締役等及び使用人の職務が法令及び定款に適合することを確認するための体制

各子会社は、各子会社において通報制度の整備、当社に準じたコンプライアンス体制を構築し、運用す

る。
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ⅵ　監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び

当該使用人の当社の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに当該

使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査等委員会の職務を補助すべき使用人を社内に置かず、必要に応じて監査等委員会から監査業務の委託を

受けた場合は、内部監査部門が、監査等委員会の職務を補助するものとする。監査等委員会より監査業務に必

要な命令を受けた補助者は、その命令に関して、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、所属部門責任

者（内部監査部門責任者）等の指揮命令を受けない。

ⅶ　取締役（監査等委員である取締役を除く。）、使用人及び子会社の取締役、監査役、使用人等が監査等委員

会に報告するための体制並びに監査等委員会に報告した者が、当該報告をしたことを理由として不利益な取

扱いを受けないことを確保するための体制

　当社及び各子会社の取締役及び使用人等は、当社の監査等委員会に対して、法定の事項に加え、当社及び各

子会社に重大な影響を及ぼす事項又は発生する恐れのある事項、内部監査の実施状況などを速やかに報告す

る。当社は、当社の監査等委員会及び当社が定めた内部通報窓口へ報告を行った当社及び各子会社の取締役及

び使用人等に対し、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底

する。

ⅷ　監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。以下この項において同じ。）に

ついて生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係

る方針に関する事項

　監査等委員の職務の遂行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる

費用又は債務の処理については、当該監査等委員の職務の遂行に必要でないと認められた場合を除き、速やか

に当該費用又は債務を処理するものとする。

ⅸ　その他監査等委員会の監査が実効的に行われていることを確保するための体制

　監査等委員は、取締役会のほか重要な会議に出席し、経営上の重要な課題について報告を求めることができ

る。また、監査等委員会は、代表取締役及び取締役（監査等委員である取締役を除く。）、会計監査人とそれ

ぞれ定期的な意見交換会を開催する。

ⅹ　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制

　反社会的勢力・団体に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断し、反社会的勢力からの不当要

求には一切応じないものとする。また、社内規程にその旨を明文化し周知徹底を図るとともに、弁護士、警察

等の外部の専門機関と連携し、組織的に対応できる体制を整備するものとする。

 

⑤　剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等（自己株式の取得を含む。）会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令

に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めておりま

す。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、機動的な配当政策及び資本政策を行うことを

目的とするものであります。

 

⑥　取締役の定数

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は15名以内、監査等委員である取締役は４名以内と定款に

定めております。

 

⑦　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、議決権を行

使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及

びその選任決議は累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。

 

⑧　取締役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項に規定する取締役

（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨を定款で定めてお

ります。

　なお、2019年６月25日開催の第21回定時株主総会において、当社が監査等委員会設置会社へ移行するための定

款の変更により、監査役の責任免除の規定を廃止しております。（ただし、当該株主総会終結前までの行為につ

いての責任免除は、変更前のとおりであります。）
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⑨　責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。

 

⑩　補償契約の内容の概要

　該当事項はありません。

 

⑪　役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、当社及び当社の取締役を被保険者として、会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任

保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が当社の役員として業務につき

行った行為（不作為を含む）に起因して被保険者に対して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が損害

賠償金及び訴訟費用を負担することで被る損害が補填されます。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損な

われないようにするために、被保険者が法令違反を認識しながら行った行為に起因する損害等は補填の対象とし

ないこととしております。なお、保険料は当社が負担しております。

 

⑫　株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第２項に定める決議は、定款に別段の定めがあ

る場合を除き、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の３分の２をもって行う旨を定款で定めております。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性　6名　女性　1名　（役員のうち女性の比率　14.3％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

代表取締役

社長

ビジネス・ブレークスルー

大学　事務総長

柴田　巌 1965年９月11日生

1990年６月　アンダーセン・コンサルティング（現 アクセ

ンチュア）入社

1996年９月　Booz Allen & Hamilton入社

1997年９月　㈱大前・アンド・アソシエーツ入社

1998年５月　㈱プラット・ホーム（現 ㈱エブリデイ・ドッ

ト・コム）設立

2004年10月　㈱エブリデイ・ドット・コム代表取締役

2006年３月　オレンジライフ㈱代表取締役

2009年６月　㈱旬工房代表取締役

2011年６月　㈱IS総合研究所代表取締役（現任）

2012年６月　当社取締役

2013年10月　㈱アオバインターナショナルエデュケイショナ

ルシステムズ代表取締役社長（現任）

2014年11月　現代幼児基礎教育開発㈱代表取締役社長

　　　　　　(一財)世界で生きる教育推進支援財団理事

　　　　　　（現任）

2015年10月　Summerhill International㈱代表取締役社長

2016年４月　当社取締役 兼 プラットフォーム事業本部

　　　　　　本部長

2017年４月　当社取締役副社長

2017年６月　ビジネス・ブレークスルー大学事務総長

　　　　　　（現任）

2017年６月　当社代表取締役副社長

2018年６月　当社代表取締役社長

2019年５月　Little Angels学園㈱（現 ㈱Musashi

International Education）取締役

2019年７月　当社代表取締役社長 兼 社長執行役員（現任）

2019年11月　㈱ダイレクト・リンク社外監査役（現任）

2019年12月　㈱ITプレナーズジャパン・アジアパシフィック

取締役（現任）

2020年１月　(特非)大使館親善交流協会代表理事（現任）

2020年５月　(一財)Center for Innovation代表理事（現

任）

2021年10月　㈱Musashi International Education代表取締

役社長（現任）

2022年８月　(一財)グローバル教育奨励会代表理事（現任）

（注）

２
45

 

EDINET提出書類

株式会社ＡｏｂａーＢＢＴ(E05524)

有価証券報告書

 48/113



 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役副社長 政元　竜彦 1967年３月28日生

1990年４月　日商岩井㈱(現 双日㈱)入社

1994年11月　NISSHO IWAI NEW ZEALAND LTD 出向

1999年３月　当社入社

2000年６月　当社取締役

2011年７月　㈱BBTオンライン代表取締役副社長

2011年10月　BBT ONLINE GLOBAL INC. 常務取締役

2013年10月　㈱アオバインターナショナルエデュケイショナ

ルシステムズ取締役（現任）

2016年４月　当社取締役 兼 コンテンツ企画、語学教育及び

役員研修事業本部本部長

2016年５月　㈱BBTオンライン代表取締役社長、BBT ONLINE

GLOBAL INC. 取締役社長

2018年４月　当社取締役 兼 コンテンツ企画、語学教育及び

役員研修事業本部本部長 兼 法人営業本部副本

部長

2018年７月　当社取締役 兼 執行役員 兼 コンテンツ企画、

語学教育及び役員研修事業本部本部長 兼 法人

営業本部副本部長

2019年７月　当社常務執行役員 兼 コンテンツ企画、語学教

育及び役員研修事業本部本部長 兼 法人営業本

部副本部長

2020年４月　学校法人東京工芸大学理事（現任）

2021年７月　㈱ブレンディングジャパン取締役（現任）

2021年10月　当社常務執行役員 兼 リカレント事業本部本部

長 兼 法人営業本部副本部長

2022年６月　当社取締役 兼 副社長執行役員 兼 リカレント

事業本部本部長 兼 法人営業本部副本部長（現

任）

2023年１月　トルク㈱社外取締役（現任）

（注）

２
109

取締役 鎌田 由美子 1966年２月23日生

1989年４月　東日本旅客鉄道㈱入社

2005年６月　㈱ＪＲ東日本ステーションリテイリング代表

取締役社長

2008年11月　東日本旅客鉄道㈱事業創造本部部長（地域活

性化・子育て支援事業）

2013年５月　同社研究開発センターフロンティアサービス

研究所副所長

2015年２月　カルビー㈱上級執行役員

2015年２月　㈱ルミネ非常勤取締役（現任）

2015年３月　㈱ポーラ・オルビスホールディングス社外取

締役

2015年６月　㈱みちのく銀行社外取締役

2018年12月　㈱ONE・GLOCAL代表取締役（現任）

2020年６月　太陽ホールディングス㈱社外取締役（現任）

2021年６月　㈱民間資金等活用事業推進機構社外取締役

（現任）

2022年６月　当社社外取締役（現任）

（注）

２
－
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役 大前　創希 1974年５月23日生

2002年３月　㈱クリエイティブホープ代表取締役社長

2009年４月　アクセス解析イニシアチブ（現 アナリティク

スアソシエイション）副代表

2013年２月　㈱クリエイティブホープ代表取締役 会長（現

任）

2013年５月　㈱ピコもん代表取締役 社長

2014年１月　ビジネス・ブレークスルー大学教授

2016年１月　ビジネス・ブレークスルー大学・大学院教授

（現任）

2016年５月　㈱ドローン・エモーション取締役

2017年５月　DRONE FUNDアドバイザリーボード

2018年９月　DRONE FUND共同代表パートナー

2018年11月　メトロウェザー(株)社外取締役（現任）

2020年３月　DRONE FUND㈱取締役（現任）

2020年５月　㈱テララボ社外取締役（現任）

2022年８月　VFR㈱社外取締役（現任）

2022年９月　㈱日本風洞製作所社外取締役（現任）

2023年５月　SORA Technology㈱社外取締役（現任）

2023年６月　当社取締役（現任）

2023年８月　㈱FullDepth社外取締役（現任）

（注）

２
－

取締役

（常勤監査等委員）
徳永　裕司 1969年８月25日生

1992年４月　五洋建設㈱入社

2001年７月　当社入社

2002年８月　当社執行役員

2005年６月　当社取締役

2013年10月　㈱アオバインターナショナルエデュケイショ

ナルシステムズ取締役

2016年４月　当社取締役兼財務・総務本部本部長

2019年７月　当社執行役員（CFO）兼 財務・総務本部本部

長

2022年４月　当社執行役員（CFO）兼コーポレート推進本部

本部長

2023年６月　当社取締役（常勤監査等委員）（現任）

（注）

３
100
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役

（監査等委員）
志村　　晶 1948年９月５日生

1971年７月　理学電機㈱（現 ㈱リガク）代表取締役社長

　　　　　　理学電機工業㈱代表取締役社長

1986年11月　㈱リガク（旧 ㈱リガク）代表取締役社長

2000年３月　米国OSMIC,Inc.（現 Rigaku Innovative

Technologies,Inc.）取締役会長兼最高経営責

任者

2001年３月　Rigaku/MSC,Inc.（現 Rigaku Americas

　　　　　　Corporation）取締役会長兼最高経営責任者

2004年３月　同社取締役会長

2004年４月　㈱リガク（理学電機㈱と旧 ㈱リガクの合併）

代表取締役社長

2005年６月　当社監査役

2006年３月　Rigaku Americas Corporation取締役会長

2008年１月　理学電企儀器（北京）有限公司董事長

2009年１月　日本MIT会会長

2010年１月　Rigaku Portable Devices Asia Limited董事

2010年３月　Rigaku Europe SE取締役会会長

2014年２月　Rigaku Americas Holding,Inc.代表取締役

（CEO）

2015年５月　Rigaku Polska sp.z.o.o.経営会議議長

2015年11月　Rigaku Asia Pacific Pet.Ltd.取締役

2019年６月　当社社外取締役（監査等委員）（現任）

2019年６月　㈱リガク取締役会長

2021年３月　リガク・ホールディングス㈱代表取締役会長兼

社長

2021年３月　㈱クリスコ代表取締役（現任）

2021年６月　リガク・ホールディングス㈱取締役会長

2021年８月　MILabs B.V.取締役

2021年９月　㈱飛鳥代表取締役（現任）

2022年７月　Rigaku Americas Holding, Inc.取締役

（注）

３
20

取締役

（監査等委員）
寺岡　和治 1946年12月10日生

1969年３月　㈱赤井電気入社

1971年４月　㈱寺岡精工入社

1975年２月　同社取締役・営業部長

1978年７月　寺岡オート・ドアシステム㈱取締役(現任)

1979年３月　㈱寺岡精工常務取締役・営業部長

1983年３月　同社専務取締役・海外営業本部長

1985年１月　同社代表取締役社長

1999年９月　㈱テラオカ代表取締役会長

1999年11月　㈱アスター代表取締役会長

2015年１月　㈱寺岡精工代表取締役会長兼Chief Technology

Architect（現任）

2015年６月　当社社外取締役

2015年12月　ベスカ㈱取締役（現任）

2023年６月　当社社外取締役（監査等委員）（現任）

2023年11月　コネクテッドロボティクス㈱ 取締役（現任）

（注）

３
20

計 295

（注）１　取締役 鎌田由美子、志村晶、寺岡和治は、社外取締役であります。

２　2024年６月26日開催の定時株主総会終結の時から１年間

３　2023年６月28日開催の定時株主総会終結の時から２年間

４　所有株式数は、2024年３月31日現在のものであります。
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②　社外役員の状況

　当社は、社外取締役を３名（うち監査等委員である取締役２名）選任しております。

　鎌田由美子氏は、新規事業開発や顧客サービス分野において企業経営並びに業務執行の豊富な経験と知見を有

しており、当該知見を活かして特に新規事業等に関する観点から当社の業務執行や経営を適切に監督してもらう

べく、独立性を有する社外取締役として選任しております。

　志村晶氏は、これまで経営された会社におけるエンジニア的見地を今後当社がシステム開発面を強化していく

にあたり当社の経営を適切に監督してもらうべく、当社の社外取締役として選任しております。

　寺岡和治氏は、㈱寺岡精工の代表取締役、Chief Technology Architectとして同社での豊富な経営者経験と技

術に関する幅広い知識・経験を有しており、当社の経営を適切に監督してもらうべく、独立性を有する当社の社

外取締役として選任しております。

　当社は、取締役会の経営監視及び経営陣の職務執行に対する監査機能の透明性かつ独立性を確保するため、

「役員規程」において社外取締役の要件を定めており、当社の社外取締役を選任するための独立性に関する基準

又は方針は、㈱東京証券取引所における「上場管理等に関するガイドライン」Ⅲ５．（３）の２を参考にしてお

ります。当社の社外取締役は、同基準に基づき、一般株主と利益相反が生じる恐れは無いと判断しており、社外

取締役全員である鎌田由美子氏、志村晶氏、寺岡和治氏の３名を㈱東京証券取引所が定める独立役員に指定して

おります。

　有価証券報告書提出日現在、社外取締役による当社株式の保有状況は、「①　役員一覧」に記載のとおりであ

ります。人的関係、取引関係その他利害関係について該当事項はありません。

 

③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員による監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制

部門との関係

　社外取締役が出席する取締役会及び監査等委員会には、内部監査部門及び内部統制部門が適宜出席できること

としており、かつ必要に応じミーティングを実施するなど連携を図っております。

　社外取締役は、取締役会の議案や会社経営に係る重要な事項について、経営者及び内部監査部門から適宜報告

を受け、必要に応じて意見を述べています。監査等委員は、会計監査人及び内部監査部門から定期的に報告を受

け、必要に応じて意見を述べています。また、他の監査等委員が実施した監査結果等の報告を受け、情報の共有

化を図っております。
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（３）【監査の状況】

①　監査等委員監査の状況

当社は監査等委員会設置会社で常勤監査等委員１名、非常勤監査等委員２名（社外取締役）の３名で構成され

ております。

監査等委員は、監査等委員会が定めた当期の監査方針、監査計画などに従い、定期的に監査を実施し、その他

取締役会及び経営会議への出席や、取締役からその職務の執行状況について聴取するなど取締役の職務執行を監

査しております。常勤監査等委員は、内部監査室により実施される全グループ会社を対象とした内部監査に適宜

出席し部門責任者、子会社取締役から業務や職務の執行状況について聴取するなど部門責任者、子会社取締役の

業務や職務の執行を監査しております。また、会計監査人の独立性を監視し、会計監査人からの監査計画の説明

及び監査結果の報告などにより、会計監査人との連携を図っております。

なお、各監査等委員の状況及び当事業年度に開催した監査等委員会への出席状況については、以下のとおりで

あります。

役職名 氏名 経歴等 出席状況

常勤監査等委員

（社外取締役）
森井　通世

公認会計士として長年培った会計

に関する知識と監査法人の経営に

も携わった経験を有し、財務及び

会計に関する相当程度の知見を有

しております。

全２回中２回

常勤監査等委員

（取締役）
徳永　裕司

当社及び子会社の取締役の経験に

加え、長年当社の執行役員

（CFO）であったことから財務及

び会計に関する相当程度の知見を

有しております。

全10回中10回

監査等委員

（社外取締役）
志村　晶

技術系企業の経営に従事し、その

経歴等から豊富なエンジニア的知

見を有しております。

全12回中８回

監査等委員

（社外取締役）
村田　正樹

金融機関における豊富な金融・証

券面での経験とその経歴等から財

務面に精通しております。

全２回中２回

監査等委員

（社外取締役）
寺岡　和治

㈱寺岡精工の代表取締役、Chief

Technology Architectにおける豊

富な経営面での経験とその経歴等

から財務面に精通しております。

全10回中10回

（注）１．監査等委員会における具体的な検討内容

・事業計画に関する遂行及び活動状況

・内部統制システムの構築及び運用状況

・会計監査人の監査の実施状況及び職務の執行状況

・サステナビリティに関する取組の活動状況

２．2023年４月から2024年３月までに開催された監査等委員会は12回であり、取締役徳永裕司、社外取締

役寺岡和治の両氏就任以降開催された監査等委員会は10回、社外取締役森井通世、社外取締役村田正

樹の両氏退任までに開催された監査等委員会は２回となっております。
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②　内部監査の状況

当社の内部監査においては、内部監査室３名が監査等委員会との協力関係のもと、各種規定に基づき、法令遵

守、業務執行の健全性を含めて管理面の監査指導を行っております。内部監査室は、毎期監査計画を作成し、そ

の監査計画に従って、業務監査を実施しております。内部監査の結果については、監査実施後、速やかに社長へ

報告するとともに、監査等委員会及び取締役会へも報告しております。社外取締役が出席する取締役会及び監査

等委員会には、内部監査部門及び内部統制部門が適宜出席できることとしており、かつ必要に応じミーティング

を実施するなど連携し、内部統制の充実を行っております。

監査等委員会は原則として月１回開催されており、内部監査部門も参加し、取締役会の適正運営を確認する

等、取締役の業務執行を監視するとともに、コンプライアンス上の問題点等についても意見交換を行っておりま

す。また、内部監査部門及び会計監査人と適宜議論の場を設け、相互に連携を図ることで、監査等委員監査はも

とより、内部監査、会計監査の実効性の向上を図っております。

 
③　会計監査の状況

ⅰ　監査法人の名称

有限責任監査法人トーマツ

 

ⅱ　継続監査期間

2001年３月期以降

 

（注）当社は、2001年３月期から2007年３月期まで、みすず監査法人（2001年３月期当時は中央青山監査法

人）と監査契約を締結しており、みすず監査法人解散に伴い、2008年３月期から有限責任監査法人

トーマツ（当時は監査法人トーマツ）と監査契約を締結しております。ただし、当社の監査業務を執

行していた公認会計士も有限責任監査法人トーマツへ異動し、異動後も継続して当社の監査業務を執

行していたことから、同一の監査法人が当社の監査業務を継続して執行していると考えられるため、

当該公認会計士の異動前の監査法人の監査期間を合わせて記載しております。

 

ⅲ．業務を執行した公認会計士

鈴木　基之

長島　拓也

 

ⅳ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、その他11名であります。

 

ⅴ．監査法人の選定方針と理由

監査等委員会は、法令及び基準等が定める会計監査人の独立性及び信頼性その他職務遂行に関する状況等を

総合的に勘案し、再任又は不再任の決定を行います。監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある

場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の

内容を決定いたします。なお、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した

監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いた

します。

なお、上記事項等を総合的に勘案し当社は有限責任監査法人トーマツを会計監査人に選定しております。

 

ⅵ．監査等委員及び監査等委員会による監査法人の評価

監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適

切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、また品質管理体制の確認、監査チームとの情報・意見

交換などを通じて、会計監査人が監査品質を維持し適切に監査しているものと評価しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ＡｏｂａーＢＢＴ(E05524)

有価証券報告書

 54/113



④　監査報酬の内容等

ⅰ　監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 33 － 33 －

連結子会社 － － － －

計 33 － 33 －

 

ⅱ　監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ⅰを除く）

該当事項はありません。

 

ⅲ　その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 
ⅳ　監査報酬の決定方針

該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。

 

ⅴ　監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算出根拠等を確

認し、過年度の実績も考慮して検討した結果、会計監査人の報酬等の額について妥当であると判断し、会社法

第399条第１項の同意を行っております。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社は、2021年２月５日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めてお

ります。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の決定方法及び決定された報

酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものと判

断しております。

　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

ⅰ　基本方針に関する事項

　当社の取締役の報酬は、株主総会で決議された報酬等の総額の範囲内で、毎年の業績や会社に対する業績

面、コンテンツ制作面、運営管理面に関する貢献度、他社報酬等の平均額などを勘案した報酬体系とし、個々

の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。

　具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬を原則とし、監督機能等を担う非常勤取

締役及び社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬を原則として支払うこととする。毎年の業績を鑑

み、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、当社の取締役と株主との一層の価値共

有を進めることを目的とする譲渡制限付株式報酬を付与する場合がある。

ⅱ　基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、

従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

ⅲ　業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針

　非金銭報酬等は、譲渡制限付株式とし、業務執行取締役と非常勤取締役及び社外取締役の別に各職責を踏ま

えた適正な株式報酬の内容、数の割当を行うこととする。また、譲渡制限付株式を割当る時期は、原則７月と

し、その条件の決定を原則６月の定時株主総会後に開催される取締役会において決議するものとする。

ⅳ　金銭報酬の額、非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　取締役の種類別の報酬割合については、原則として基本報酬額とし、譲渡制限付株式報酬を付与する場合に

は、基本報酬年額の２分の１の範囲内を目安とし取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。

ⅴ　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額については取締役会決議にもとづき代表取締役社長がその具体的内容について委任をうける

ものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額とする。なお、株式報酬は、取締役会で取締役個人別

の割当株式数を決議する。

 

　なお、取締役に対する報酬限度額は2019年６月25日開催の第21回定時株主総会において、取締役（監査等委員

である取締役を除く。）に対して年額500百万円以内（うち社外取締役分は年額100百万円以内）、監査等委員で

ある取締役に対して年額50百万円以内と決議されております。取締役に対する譲渡制限付株式の割当限度は2019

年６月25日開催の第21回定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対して年額50百

万円以内（うち社外取締役分は年額10百万円以内）、監査等委員である取締役に対して年額10百万円以内と決議

されております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く。）の員数は６名（うち、社外取締役は１

名）、監査等委員である取締役の員数は３名であります。

　当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は、取締役会における全員一致の決議により委任を受け、代

表取締役社長柴田巌が、株主総会で決議された報酬限度額の範囲において、役位、職責、在任年数に応じて、他

社水準、当社の業績、従業員給与の水準を考慮して決定しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘

案しつつ各取締役の評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したためであります。監査等委員である

取締役については、監査等委員会において監査等委員の協議により決定しております。

　当事業年度における取締役の報酬等の額の決定過程における取締役会の活動としては、取締役会にて代表取締

役社長へ報酬の決定を一任する旨決議しております。
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②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役（社外取締役を除く。） 59 59 － － 7

取締役（監査等委員）

（社外取締役を除く。）
6 6 － － 1

社外役員 18 18 － － 6

（注）対象となる役員の員数は延べ人数を記載しておりますが、実際の支給対象員数は13名（うち社外役員５

名）であります。

 

③　役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在していないため記載しておりません。
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式を保有しておりません。

純投資目的以外の目的である投資株式は、当社の教育プログラムで学んだ成果を活かしてニュービジネスに

チャレンジする起業家に対し事業創出のための後押しを目的として出資する、スタートアップ起業家支援プロ

ジェクト「背中をポンと押すファンド（略称:SPOF）」（2008年６月より実施）を通じて取得したものでありま

す。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ⅰ保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内

容

当社の教育プログラムで学んだ成果を活かしてニュービジネスにチャレンジする起業家に対し事業創出のため

の後押しを目的として出資する、スタートアップ起業家支援プロジェクト「背中をポンと押すファンド（略

称:SPOF）」（2008年６月より実施）を通じて出資した株式を保有しております。SPOFは、当社の教育プログラ

ムを受講した修了生を対象とし、事業計画の書類審査及び対面での審査会が行われ、SPOFの目的等と照らし出資

の可否を判断しております。また、新規出資がある場合には、対象会社、出資内容等について定期的に取締役会

に報告しております。

 

ⅱ銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 29 12,599

非上場株式以外の株式 － －

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（千円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（千円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －

 

ⅲ特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額に関する情報

該当事項はありません。

 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2023年４月１日から2024年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2023年４月１日から2024年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツにより監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、会計基準等の新設及び変更に関する情報を収集しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,218,485 2,291,723

売掛金 246,951 250,455

仕掛品 75,341 60,416

前払費用 112,127 98,593

その他 13,778 297,430

貸倒引当金 △141 △178

流動資産合計 3,666,542 2,998,441

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※ 2,237,444 ※ 2,232,501

減価償却累計額 △667,242 △777,256

建物及び構築物（純額） ※ 1,570,202 ※ 1,455,244

機械装置及び運搬具 66,632 66,847

減価償却累計額 △51,898 △58,924

機械装置及び運搬具（純額） 14,733 7,923

工具、器具及び備品 650,046 613,419

減価償却累計額 △509,211 △496,734

工具、器具及び備品（純額） 140,834 116,684

土地 ※ 954,830 ※ 789,577

建設仮勘定 1,448 546

有形固定資産合計 2,682,049 2,369,976

無形固定資産   

借地権 40,283 40,283

ソフトウエア 129,205 129,661

ソフトウエア仮勘定 102 －

のれん 1,507,299 1,361,971

その他 161,630 148,198

無形固定資産合計 1,838,520 1,680,114

投資その他の資産   

投資有価証券 12,972 12,599

差入保証金 226,368 224,266

長期前払費用 32,816 26,431

繰延税金資産 157,044 176,508

その他 9,904 10,606

貸倒引当金 △7,844 △7,704

投資その他の資産合計 431,262 442,708

固定資産合計 4,951,832 4,492,800

資産合計 8,618,375 7,491,241
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 17,825 16,741

１年内返済予定の長期借入金 31,144 ※ 25,000

未払金 429,565 173,590

未払費用 252,340 300,967

未払法人税等 387,157 92,555

契約負債 1,695,152 1,605,245

賞与引当金 12,272 9,615

創業者特別功労引当金 237,000 －

その他 46,432 68,971

流動負債合計 3,108,890 2,292,687

固定負債   

長期借入金 ※ 174,364 ※ 112,500

繰延税金負債 69,494 63,693

退職給付に係る負債 16,596 3,235

資産除去債務 239,196 243,115

その他 4,646 1,708

固定負債合計 504,297 424,253

負債合計 3,613,188 2,716,940

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,818,355 1,818,355

資本剰余金 1,544,333 1,544,333

利益剰余金 1,677,796 1,694,997

自己株式 △64,210 △320,517

株主資本合計 4,976,274 4,737,169

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 4,942 7,979

その他の包括利益累計額合計 4,942 7,979

非支配株主持分 23,969 29,152

純資産合計 5,005,187 4,774,301

負債純資産合計 8,618,375 7,491,241
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

売上高 ※１ 7,257,245 ※１ 7,474,805

売上原価 4,265,102 4,519,116

売上総利益 2,992,142 2,955,689

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 196,425 145,669

販売促進費 30,686 21,796

役員報酬 145,017 129,657

給料及び手当 1,116,430 1,101,289

法定福利費 156,446 164,786

地代家賃 51,335 48,983

業務委託費 168,225 189,748

支払手数料 209,006 209,577

減価償却費 82,846 67,875

のれん償却額 141,632 141,554

その他 364,860 351,669

販売費及び一般管理費合計 2,662,911 2,572,609

営業利益 329,230 383,080

営業外収益   

受取利息 65 58

寄付金収入 2,204 2,880

助成金収入 1,385 7,627

貸倒引当金戻入益 4,142 －

受取手数料 5,474 6,290

その他 5,422 2,426

営業外収益合計 18,693 19,283

営業外費用   

支払利息 8,281 1,777

為替差損 10,763 11,490

投資有価証券評価損 1,709 372

その他 708 204

営業外費用合計 21,462 13,845

経常利益 326,461 388,518

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 1,017,923 ※２ 10,518

特別利益合計 1,017,923 10,518

特別損失   

固定資産売却損 － ※３ 816

減損損失 － ※４ 26,535

創業者特別功労引当金繰入額 ※５ 237,000 －

特別損失合計 237,000 27,352

税金等調整前当期純利益 1,107,385 371,683

法人税、住民税及び事業税 404,201 149,103

法人税等調整額 △26,159 △25,264

法人税等合計 378,041 123,838

当期純利益 729,343 247,845

非支配株主に帰属する当期純利益 5,389 5,182

親会社株主に帰属する当期純利益 723,954 242,662
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

当期純利益 729,343 247,845

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 1,136 3,036

その他の包括利益合計 ※ 1,136 ※ 3,036

包括利益 730,480 250,882

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 725,091 245,699

非支配株主に係る包括利益 5,389 5,182
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

    （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,818,355 1,544,333 1,108,846 △64,210 4,407,325

当期変動額      

剰余金の配当   △155,004  △155,004

親会社株主に帰属する当期
純利益   723,954  723,954

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 568,949 － 568,949

当期末残高 1,818,355 1,544,333 1,677,796 △64,210 4,976,274

 

     

 その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

 為替換算調整勘定
その他の包括利益累

計額合計

当期首残高 3,805 3,805 18,579 4,429,710

当期変動額     

剰余金の配当    △155,004

親会社株主に帰属する当期
純利益    723,954

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

1,136 1,136 5,389 6,526

当期変動額合計 1,136 1,136 5,389 575,476

当期末残高 4,942 4,942 23,969 5,005,187
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当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

    （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,818,355 1,544,333 1,677,796 △64,210 4,976,274

当期変動額      

剰余金の配当   △225,461  △225,461

親会社株主に帰属する当期
純利益   242,662  242,662

自己株式の取得    △16,720 △16,720

株式給付信託による自己株
式の取得    △239,587 △239,587

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 17,201 △256,307 △239,105

当期末残高 1,818,355 1,544,333 1,694,997 △320,517 4,737,169

 

     

 その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

 為替換算調整勘定
その他の包括利益累

計額合計

当期首残高 4,942 4,942 23,969 5,005,187

当期変動額     

剰余金の配当    △225,461

親会社株主に帰属する当期
純利益    242,662

自己株式の取得    △16,720

株式給付信託による自己株
式の取得    △239,587

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

3,036 3,036 5,182 8,219

当期変動額合計 3,036 3,036 5,182 △230,886

当期末残高 7,979 7,979 29,152 4,774,301
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,107,385 371,683

減価償却費 254,726 249,193

減損損失 － 26,535

のれん償却額 141,632 141,554

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,448 △103

創業者特別功労引当金の増減額（△は減少） 237,000 △237,000

受取利息 △65 △58

支払利息 8,281 1,777

投資有価証券評価損益（△は益） 1,709 372

固定資産売却損益（△は益） △1,017,923 △9,701

売上債権の増減額（△は増加） 110,096 △3,504

棚卸資産の増減額（△は増加） 8,388 14,925

仕入債務の増減額（△は減少） △6,940 △1,084

未払費用の増減額（△は減少） △16,101 65,735

契約負債の増減額（△は減少） 58,490 △89,907

未払又は未収消費税等の増減額 287,826 △417,394

その他 20,477 30,781

小計 1,189,535 143,805

利息の受取額 64 54

利息の支払額 △6,245 △1,777

法人税等の支払額 △66,387 △570,267

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,116,966 △428,185

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △109,527 △103,556

有形固定資産の売却による収入 2,424,865 206,329

無形固定資産の取得による支出 △50,688 △54,097

投資有価証券の取得による支出 △3,990 －

投資有価証券の売却による収入 1,950 －

差入保証金の差入による支出 △25,473 △1,118

差入保証金の回収による収入 70,541 1,409

その他 － △2,346

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,307,676 46,620

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △675,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,024,392 △68,008

自己株式の取得による支出 － △256,762

配当金の支払額 △151,965 △222,511

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,851,357 △547,282

現金及び現金同等物に係る換算差額 764 2,085

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,574,050 △926,762

現金及び現金同等物の期首残高 1,644,434 3,218,485

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,218,485 ※１ 2,291,723
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数　　　　　6社

（2）主要な連結子会社の名称　㈱アオバインターナショナルエデュケイショナルシステムズ

BBT ONLINE GLOBAL INC.

㈱Musashi International Education

㈱ABS

㈱ITプレナーズジャパン・アジアパシフィック

㈱ブレンディングジャパン

当連結会計年度において、ハイダウェイ熱川リゾートプロジェクト投資事業任意組合他１社は清算

したため、連結の範囲から除外しております。

（3）非連結子会社の名称等　　非連結子会社及び関連会社はありません。

 

２．持分法の適用に関する事項

（1）持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称

該当事項はありません。

（2）持分法を適用しない非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

② 通常の販売目的で保有する棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

仕掛品

番組制作仕掛品・コンテンツ制作品…個別法

コンテンツの二次利用による制作品…先入先出法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法によっております。

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については、定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　３年～50年

機械装置及び運搬具　　　２年～10年

工具、器具及び備品　　　２年～20年

② 無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
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（3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒損失の発生に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の個別債

権については個別に回収可能性等を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

一部の連結子会社は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

③ 創業者特別功労引当金

2023年４月21日の取締役会において、当社創業者の功績に対し、第25回定時株主総会での承認を前提と

して、特別功労金の贈呈を決議したことから、当該功労金の支払いに備えて支給見込額を計上しておりま

す。

（4）退職給付に係る会計処理の方法

一部の連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算

に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法（中小企業退職金共済制度により支

給される部分を除く。）を用いた簡便法を適用しております。

（5）重要な収益及び費用の計上基準

顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客

に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価の額で収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

収益を認識するにあたっては、当社グループが主な事業としているUniversity事業、法人向け人材育成

事業、英語教育事業、ITマネジメント事業を展開するリカレント教育、及びインターナショナルスクール

事業を展開するプラットフォームサービスにおける、インターネットを活用したオンライン教育サービス

の提供、オンラインと集合型のブレンド型教育サービスの提供、集合型教育プログラムの提供及びその他

のサービスについて、顧客との契約に基づき履行義務を識別しております。

これらの履行義務は、履行義務が一時点で充足される場合にはサービス提供完了時点において、一定期

間にわたり充足される場合には顧客との契約における履行義務の充足に伴い、定額で、又は進捗度に応じ

て収益を認識しています。取引の対価は、履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融

要素は含まれておりません。

（6）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積り、20年以内の合理的な年数で均等償

却することとしております。

（7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価格の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等は投資その他の資産の「長期前払費

用」に計上のうえ、５年間で均等償却し、それ以外のものについては発生年度に費用処理しております。
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（重要な会計上の見積り）

前連結会計年度（2023年３月31日）

のれんの評価

当連結会計年度末の連結貸借対照表におけるのれんの計上額は、1,507,299千円であります。主要な内訳

として、㈱アオバインターナショナルエデュケイショナルシステムズ945,528千円、㈱ITプレナーズジャパ

ン・アジアパシフィック300,944千円、及び㈱ブレンディングジャパン208,465千円であります。なお、当社

の連結子会社であった日本クイント㈱は、同じく当社の連結子会社である㈱ITプレナーズジャパン・アジア

パシフィックを吸収合併存続会社とする吸収合併により消滅（2022年４月）したため、㈱ITプレナーズジャ

パン・アジアパシフィックの当連結会計年度末ののれんには、日本クイント㈱に係るのれんも含まれており

ます。

のれんの減損の兆候の識別、減損損失の認識の判定及び測定は、のれんが帰属する事業に関連する資産グ

ループにのれんを加えた、より大きな単位で行います。

　減損の兆候の識別

のれんを含む資産グループが、以下のいずれかに該当する場合には、減損の兆候を識別します。

・営業活動から生ずる損益又はキャッシュ・フローが、継続してマイナスとなっている場合、又は、継続

してマイナスとなる見込みである場合

・事業価値を著しく低下させる変化が生じたか、又は、生じる見込みである場合

・営む事業に関連して、経営環境が著しく悪化したか、又は、悪化する見込みである場合

・資産又は資産グループの市場価格が著しく下落した場合

・その他のれんを含む資産グループに減損が生じている可能性を示す事象が発生していると考えられる場

合

　減損損失の認識

減損の兆候があると識別されたのれんについて、のれんが帰属する事業に関連する資産グループの減損損

失控除前の帳簿価額にのれんの帳簿価額を加えた金額（以下「帳簿価額」という。）と、のれんを含むより

大きな単位から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額（以下「割引前キャッシュ・フロー」とい

う。）を比較し、割引前キャッシュ・フローが帳簿価額を上回る場合には、減損損失は認識されません。割

引前キャッシュ・フローが帳簿価額を下回る場合には、のれんの総額を超えない範囲で、その差額を減損損

失として認識します。

割引前将来キャッシュ・フローの算定は、その性質上、判断を伴うものであり、多くの場合、重要な見積

り・前提を使用します。当該割引前将来キャッシュ・フローの算定に使用される前提は、それぞれのグルー

ピングにおける将来見込み及び中期経営計画に基づいており、顧客人数の予測や顧客の定着率、将来の市場

及び経済全体の成長率、現在及び見込まれる経済状況を考慮しております。

当社は、のれんの減損損失の認識の判定に使用した見積りの前提は合理的であると考えています。しかし

ながら、将来の予測不能なビジネスの前提条件の変化による、割引前将来キャッシュ・フローや公正価値の

下落を引き起こすような見積りの変化が、これらの評価に不利に影響し、減損損失が認識されるか否かの判

定及び認識される減損金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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当連結会計年度（2024年３月31日）

１．のれんの評価

当連結会計年度末の連結貸借対照表におけるのれんの計上額は、1,361,971千円であります。主要な内訳

として、㈱アオバインターナショナルエデュケイショナルシステムズ862,173千円、㈱ITプレナーズジャパ

ン・アジアパシフィック267,718千円、及び㈱ブレンディングジャパン182,938千円であります。

のれんの減損の兆候の識別、減損損失の認識の判定及び測定は、のれんが帰属する事業に関連する資産グ

ループにのれんを加えた、より大きな単位で行います。

　減損の兆候の識別

のれんを含む資産グループが、以下のいずれかに該当する場合には、減損の兆候を識別します。

・営業活動から生ずる損益又はキャッシュ・フローが、継続してマイナスとなっている場合、又は、継続

してマイナスとなる見込みである場合

・事業価値を著しく低下させる変化が生じたか、又は、生じる見込みである場合

・営む事業に関連して、経営環境が著しく悪化したか、又は、悪化する見込みである場合

・資産又は資産グループの市場価格が著しく下落した場合

・その他のれんを含む資産グループに減損が生じている可能性を示す事象が発生していると考えられる場

合

　減損損失の認識

減損の兆候があると識別されたのれんについて、のれんが帰属する事業に関連する資産グループの減損損

失控除前の帳簿価額にのれんの帳簿価額を加えた金額（以下「帳簿価額」という。）と、のれんを含むより

大きな単位から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額（以下「割引前キャッシュ・フロー」とい

う。）を比較し、割引前キャッシュ・フローが帳簿価額を上回る場合には、減損損失は認識されません。割

引前キャッシュ・フローが帳簿価額を下回る場合には、のれんの総額を超えない範囲で、その差額を減損損

失として認識します。

割引前将来キャッシュ・フローの算定は、その性質上、判断を伴うものであり、多くの場合、重要な見積

り・前提を使用します。当該割引前将来キャッシュ・フローの算定に使用される前提は、それぞれのグルー

ピングにおける将来の事業計画に基づいており、顧客人数の予測や顧客の定着率、将来の市場及び経済全体

の成長率、現在及び見込まれる経済状況を考慮しております。

当社は、のれんの減損損失の認識の判定に使用した見積りの前提は合理的であると考えています。しかし

ながら、将来の予測不能なビジネスの前提条件の変化による、割引前将来キャッシュ・フローや市場価格の

下落を引き起こすような見積りの変化が、これらの評価に不利に影響し、減損損失が認識されるか否かの判

定及び認識される減損金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 

２．繰延税金資産の回収可能性

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

（単位：千円）

 当連結会計年度

繰延税金資産 176,508

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金のうち将来にわたり税金負担額を軽減する

ことが認められる範囲内で認識しております。

繰延税金資産の回収可能性の判断は将来の課税所得の見積りを前提としております。将来の課税所得の

見積りは、将来の事業計画に基づいており、顧客人数の予測や顧客の定着率、将来の市場及び経済全体の

成長率、現在及び見込まれる経済状況を考慮しております。

当社グループは、将来の課税所得の見積り及び経営環境の状況について、経営者の最善の見積りと判断

により決定しており適切であると考えておりますが、将来の事業計画や経済環境の変化、関連法令の改

正・公布によって影響を受ける可能性があり、見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の連結財務諸

表において認識する金額に影響を与える可能性があります。
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（追加情報）

（株式給付信託（J-ESOP））

　当社は、2023年11月10日開催の取締役会決議に基づき、当社グループの業績拡大と企業価値向上によるメ

リットを、当社並びにグループ会社の社員・教職員の報酬とより一層直結するために、当社グループ社員・教

職員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以下「本制度」とい

う。）を導入しております。

 

(1）取引の概要

本制度の導入に際し、「株式給付規程」を新たに制定しております。当社は、制定した「株式給付規

程」に基づき、将来給付する株式を予め取得するために、信託銀行に金銭を信託し、信託銀行はその信託

された金銭により当社株式を取得しました。

本制度は、「株式給付規程」に基づき、社員・教職員に対しポイントを付与し、そのポイントに応じ

て、社員・教職員に株式を給付する仕組みです。

本制度に係る会計処理については、企業会計基準委員会が公表した「従業員等に信託を通じて自社の株

式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて、総額法

を適用しております。

(2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に

自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末239,587千

円及び554,600株であります。

(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。

 

（連結貸借対照表関係）

※　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当連結会計年度

（2024年３月31日）

建物及び構築物 69,037千円 65,997千円

土地 176,000 176,000

計 245,037 241,997

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当連結会計年度

（2024年３月31日）

長期借入金 162,500千円 137,500千円

計 162,500 137,500

（注）１．前連結会計年度の根抵当権の極度額は、200,000千円であります。当連結会計年度の根抵当権の極

度額は、200,000千円であります。

２．長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。
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（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりませ

ん。顧客との契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（セグメント情報等）セグメント

情報　３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

及び収益の分解情報」に記載しております。

 

※２　固定資産売却益

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　固定資産売却益は、当社の静岡県熱海市の建物及び土地等の売却によるものです。

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　固定資産売却益は、当社の東京都千代田区の建物及び土地等の売却によるものです。
 

※３　固定資産売却損

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）
　固定資産売却損は、静岡県熱川市の土地の売却によるものです。

 
※４　減損損失

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。
 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用途 場所 種類 減損損失（千円）

事業用資産 東京都
のれん、建物及び構築物、

工具、器具及び備品
26,535

　当社は、複数の管理会計上の事業区分を有しておりますが、これらの事業のキャッシュ・フローは相互

補完的であるため全社を一つのグループとしております。

　連結子会社の事業用資産については事業を基礎とし、当社及び連結子会社の遊休資産については個別資

産ごとにグルーピングを行っております。

　事業用資産につきましては、事業拠点の一部において今後の事業計画を見直した結果、当初想定してい

た収益が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値は零として評価

しております。

 

※５　創業者特別功労引当金繰入額

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　2023年４月21日の取締役会において、当社創業者の功績に対し、第25回定時株主総会での承認を前提

として、特別功労金の贈呈を決議したことから、当該功労金の支払いに備えて支給見込額の237,000千円

を特別損失に計上しております。

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　該当事項はありません。
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（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

為替換算調整勘定：   

当期発生額 1,136千円 3,036千円

税効果調整前合計 1,136 3,036

税効果額 － －

その他の包括利益合計 1,136 3,036

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 14,264,100 － － 14,264,100

合計 14,264,100 － － 14,264,100

自己株式     

普通株式 172,776 － － 172,776

合計 172,776 － － 172,776

 

２．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年５月16日

取締役会
普通株式 155,004 11.0 2022年３月31日 2022年６月23日

 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2023年５月15日

取締役会
普通株式 利益剰余金 225,461 16.0 2023年３月31日 2023年６月29日

（注）2023年５月15日取締役会決議による１株当たり配当額には、記念配当5.0円が含まれております。
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当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 14,264,100 － － 14,264,100

合計 14,264,100 － － 14,264,100

自己株式     

普通株式（注）１．２． 172,776 594,600 － 767,376

合計 172,776 594,600 － 767,376

（注）１．当連結会計年度末における普通株式の自己株式数には、株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株

式554,600株が含まれております。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加594,600株は、株式給付信託（J-ESOP）による取得による増加

554,600株、取締役会決議による自己株式の取得による増加40,000株であります。

 

２．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年５月15日

取締役会
普通株式 225,461 16.0 2023年３月31日 2023年６月29日

（注）2023年５月15日取締役会決議による１株当たり配当額には、記念配当5.0円が含まれております。

 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2024年５月15日

取締役会
普通株式 利益剰余金 154,564 11.0 2024年３月31日 2024年６月27日

（注）2024年５月15日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式に

対する配当金6,100千円が含まれております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

現金及び預金勘定 3,218,485千円 2,291,723千円

現金及び現金同等物 3,218,485千円 2,291,723千円

 

　２　重要な非資金取引の内容

重要な資産除去債務の計上額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

重要な資産除去債務の計上額 8,892千円 2,977千円

 

（リース取引関係）

（借主側）

オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当連結会計年度

（2024年３月31日）

１年内 58,018 52,694

１年超 309,173 256,479

合計 367,192 309,173
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは資金運用については、短期的な預金等で運用しております。また、資金調達について

は主に銀行借入による方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社グ

ループの販売管理規程に従い、取引相手ごとの期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等

による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　投資有価証券は株式であります。これは、主に2008年６月より開始した、当社の教育プログラムで学

んだ成果を活かしニュービジネスにチャレンジする起業家に対して、事業創出を後押しするために出資

を行うスタートアップ起業家支援プロジェクト、「背中をポンと押すファンド（SPOF）」を介して取得

したものであり、主に発行体の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取締役会の監

督の下、有価証券管理規程に従い、定期的に発行体の財務状況等を把握し管理しております。

　借入金は、設備投資及び事業投資等に係る資金調達であります。借入金は流動性リスクに晒されてお

り、当社では資金繰り表を作成するなどの方法により管理しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

前連結会計年度（2023年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

長期借入金（※3） 205,508 201,090 △4,417

負債計 205,508 201,090 △4,417

（※1）「現金及び預金」、「売掛金」については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に

近似するものであることから、記載を省略しております。

（※2）市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額

は以下のとおりであります。

（単位：千円）

区分
前連結会計年度

（2023年３月31日）

非上場株式 12,972

（※3）１年内返済予定の長期借入金については、「長期借入金」に含めて表示しております。

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

長期借入金（※3） 137,500 133,256 △4,243

負債計 137,500 133,256 △4,243

（※1）「現金及び預金」、「売掛金」については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に

近似するものであることから、記載を省略しております。

（※2）市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額

は以下のとおりであります。

（単位：千円）

区分
当連結会計年度

（2024年３月31日）

非上場株式 12,599

（※3）１年内返済予定の長期借入金については、「長期借入金」に含めて表示しております。
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（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2023年３月31日）

 １年以内（千円）

現金及び預金 3,218,485

売掛金 246,951

合計 3,465,436

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

 １年以内（千円）

現金及び預金 2,291,723

売掛金 250,455

合計 2,542,178

 

２．長期借入金及びその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2023年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 31,144 31,144 31,144 31,144 31,144 49,788

合計 31,144 31,144 31,144 31,144 31,144 49,788

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 12,500

合計 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 12,500
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2023年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 201,090 － 201,090

負債計 － 201,090 － 201,090

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 133,256 － 133,256

負債計 － 133,256 － 133,256

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金

　固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の借

入れにおいて想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。レベル２の時価に分類し

ております。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2023年３月31日）

非上場株式（連結貸借対照表計上額12,972千円）については、市場価格のない株式等であることから、

記載しておりません。

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

非上場株式（連結貸借対照表計上額12,599千円）については、市場価格のない株式等であることから、

記載しておりません。

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

（1）株式 1,950 － －

（2）債券    

　　①国債・地方債等 － － －

　　②社債 － － －

　　③その他 － － －

（3）その他 － － －

合計 1,950 － －

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

該当事項はありません。

 

３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

当連結会計年度において、有価証券について1,709千円（その他有価証券の株式1,709千円）減損処理を

行っております。

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

当連結会計年度において、有価証券について372千円（その他有価証券の株式372千円）減損処理を行っ

ております。

 

なお、市場価格のない株式等の減損処理については、財政状態の悪化等により実質価額が著しく下落し

た場合に、個別に回復可能性を判断し、減損処理の要否を決定しております。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（2023年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

一部の連結子会社は、退職一時金制度を採用しております。なお、中小企業退職金共済制度を併用してお

り、退職時には退職一時金制度による支給額から中小企業退職金共済制度による給付額を控除した金額が支

給されます。

 

２．確定給付制度

（1）簡便法を適用した制度の、退職給付債務に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 15,140千円 16,596千円

退職給付費用 1,576 608

退職給付の支払額 － △13,850

中小企業退職金共済制度への拠出額 △120 △120

退職給付に係る負債の期末残高 16,596 3,235

 

（2）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当連結会計年度

（2024年３月31日）

退職給付債務 26,076千円 12,870千円

中小企業退職金共済制度給付見込額 △9,479 △9,634

退職給付に係る負債 16,596 3,235

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 16,596 3,235

 

（3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度　1,576千円 当連結会計年度　 608千円

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
 

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2024年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 24,861千円  8,481千円

棚卸資産評価損 571  43

投資有価証券評価損 7,559  7,673

資産除去債務 85,473  87,296

退職給付に係る負債 5,740  1,119

税務上の繰越欠損金 （注）２ 98,457  157,895

減価償却超過額 7,617  8,465

減損損失 42,276  30,882

税務上の収益認識差額 70  －

創業者特別功労引当金 72,569  －

その他 13,933  11,671

繰延税金資産小計 359,132  313,530

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 （注）２ △88,981  △41,529

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △42,615  △28,018

評価性引当額小計 （注）１ △131,597  △69,548

繰延税金資産合計 227,534  243,982

繰延税金負債    

未収還付事業税 －  △4,586

土地時価評価差額 △15,840  △15,840

その他の無形固定資産 △55,038  △47,852

資産除去債務に対応する除去費用 △69,104  △62,886

繰延税金負債合計 △139,984  △131,167

繰延税金資産の純額 87,550  112,814

 

（注）１．評価性引当額が62,049千円減少しております。この減少の主な内容は、連結子会社の清算に伴う

税務上の繰越欠損金の消滅によるものであります。
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２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2023年３月31日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越

欠損金(※1)
8,578 651 6,826 2,171 14,468 65,760 98,457

評価性引当額 △8,578 △651 △3,709 △2,171 △14,468 △59,401 △88,981

繰延税金資産 － － 3,117 － － 6,358 (※2)9,476

（※1）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（※2）税務上の繰越欠損金98,457千円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産9,476千円

を計上しております。当該税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産については、将来の課税所得

の見込み等により、回収可能と判断しております。

 
当連結会計年度（2024年３月31日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越

欠損金(※1)
－ 2,551 1,531 － － 153,811 157,895

評価性引当額 － △334 △1,531 － － △39,662 △41,529

繰延税金資産 － 2,217 － － － 114,149 (※2)116,366

（※1）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（※2）税務上の繰越欠損金157,895千円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産116,366千

円を計上しております。当該税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産については、将来の課税所

得の見込み等により、回収可能と判断しております。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳
 

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
 

当連結会計年度
（2024年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3  1.1

住民税均等割等 0.6  1.8

評価性引当額の増減 △3.5  △16.7

のれん償却額 4.1  12.7

連結子会社との適用税率差異 1.6  5.1

その他 0.4  △1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.1  33.3

 

（企業結合等関係）

重要な企業結合等はありません。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

主にアオバジャパン・バイリンガルプリスクール拠点の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等でありま

す。

 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から13年～47年と見積り、割引率は0.1％～1.3％を使用して資産除去債務の金額を計

算しております。

 

３．当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

期首残高 229,480千円 239,196千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 8,892 2,977

時の経過による調整額 823 942

期末残高 239,196 243,115

 

（賃貸等不動産関係）

当社は、東京都千代田区において当社所有建物の一部について賃貸しております。また、長野県及び静岡県に

おいて当社所有の遊休不動産を有しております。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益

は、9,071千円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。当連結会計年度における

当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、5,758千円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）で

あります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 252,032 250,687

 期中増減額 △1,345 △197,254

 期末残高 250,687 53,433

期末時価 263,953 56,872

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま

す。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は減価償却費（1,345千円）であります。当連結会

計年度の主な減少額は不動産の売却（196,506千円）であります。

３．期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準等を基にした金額であります。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、連結財務諸表「注記事項（セグメント情報等）」に記載

のとおりであります。

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項）４．会計方針に関する事項（5）重要な収益及び費用の計上基準」

に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会

計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時

期に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

 前連結会計年度 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 357,047千円 246,951千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 246,951 250,455

契約負債（期首残高） 1,636,662 1,695,152

契約負債（期末残高） 1,695,152 1,605,245

契約負債は、主にサービスにかかる顧客からの前受金に関連するものであります。契約負債は、収益の

認識に伴い取り崩されます。

前連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、1,585,820

千円であります。当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額

は、1,637,092千円であります。

 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、

当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。

前連結会計年度末において未充足（又は部分的に未充足）の履行義務は、76,092千円であります。当該

履行義務は、期末日後５年以内に収益として認識されると見込んでおります。

当連結会計年度末において未充足（又は部分的に未充足）の履行義務は、45,184千円であります。当該

履行義務は、期末日後５年以内に収益として認識されると見込んでおります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。

当社グループの事業の種類別セグメントは、サービスの性質及びサービスの提供方法に基づいて複数の

事業・グループ会社をまとめ、「リカレント教育事業」及び「プラットフォームサービス事業」の２つに

区分されております。

「リカレント教育事業」は、主に社会人を対象とし、ビジネスの基礎から専門分野別に分類された講座

まで18,000時間超のコンテンツを保有し、多様な配信メディアを通してマネジメント教育プログラムの提

供をする事業及び、ITマネジメント領域における企業向け研修教材の開発及び販売、研修サービスを提供

する事業であります。

「プラットフォームサービス事業」は、幼児期から高校までを対象としており、「アオバジャパン・イ

ンターナショナルスクール」、「アオバジャパン・バイリンガルプリスクール」、「サマーヒルインター

ナショナルスクール」及び「ムサシインターナショナルスクール・トウキョウ」の運営、ブレンド型教育

の企画・運営を行う事業であります。

 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。なお、資産及び負債については事業セグメントに配分していないた

め、報告セグメント毎の開示は行っておりません。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場価格等を考慮し、社内で設定された価格に基づいておりま

す。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の

分解情報

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結損益計
算書計上額
（注）３ 

リカレント
教育

プラット
フォーム
サービス

計

売上高        

顧客との契約

から生じる収益
3,521,616 3,655,070 7,176,686 146 7,176,833 67,747 7,244,580

その他の収益 － － － 12,664 12,664 － 12,664

外部顧客への

売上高
3,521,616 3,655,070 7,176,686 12,811 7,189,497 67,747 7,257,245

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － 360 360 △360 －

計 3,521,616 3,655,070 7,176,686 13,171 7,189,857 67,387 7,257,245

セグメント利益

又は損失（△）
△8,603 300,679 292,075 △1,144 290,931 38,299 329,230

その他の項目        

減価償却費 99,646 138,824 238,470 1,480 239,950 14,775 254,726

のれん償却額 58,751 82,880 141,632 － 141,632 － 141,632

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、書籍の出版に係る印

税収入、賃貸収益及び新規事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額38,299千円及び減価償却費14,775千円は、各報告セグメ

ントに配分していない全社収益及び全社費用であります。全社収益は施設利用料収入であり、全

社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

４．セグメント資産及び負債については、各報告セグメントへの配分を行っていないため記載を省略

しております。
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当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

      （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結損益計
算書計上額
（注）３ 

リカレント
教育

プラット
フォーム
サービス

計

売上高        

顧客との契約

から生じる収益
3,632,631 3,827,535 7,460,167 6,785 7,466,953 － 7,466,953

その他の収益 － － － 7,852 7,852 － 7,852

外部顧客への

売上高
3,632,631 3,827,535 7,460,167 14,638 7,474,805 － 7,474,805

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － 240 240 △240 －

計 3,632,631 3,827,535 7,460,167 14,878 7,475,045 △240 7,474,805

セグメント利益

又は損失（△）
134,782 252,012 386,794 △3,714 383,080 － 383,080

その他の項目        

減価償却費 104,041 144,161 248,203 990 249,193 － 249,193

のれん償却額 58,751 82,803 141,554 － 141,554 － 141,554

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、書籍の出版に係る印

税収入、賃貸収益及び新規事業等を含んでおります。

２．「調整額」の内容は、セグメント間取引の消去であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

４．セグメント資産及び負債については、各報告セグメントへの配分を行っていないため記載を省略

しております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

 リカレント教育
プラットフォーム

サービス
その他 全社・消去 合計

外部顧客への売上高 3,521,616 3,655,070 12,811 67,747 7,257,245

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載事

項はありません。

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

 リカレント教育
プラットフォーム

サービス
その他 全社・消去 合計

外部顧客への売上高 3,632,631 3,827,535 14,638 － 7,474,805

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載事

項はありません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

     （単位：千円）

 リカレント教育
プラットフォーム

サービス
その他 全社・消去 合計

減損損失 － 26,535 － － 26,535

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

    （単位：千円）

 リカレント教育
プラットフォーム

サービス
その他 全社・消去 合計

当期償却額 58,751 82,880 － － 141,632

当期末残高 509,409 997,889 － － 1,507,299

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

    （単位：千円）

 リカレント教育
プラットフォーム

サービス
その他 全社・消去 合計

当期償却額 58,751 82,803 － － 141,554

当期末残高 450,657 911,313 － － 1,361,971

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１．関連当事者との取引

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

①連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

 

②連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

 

③連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
する会社
等

㈱クリスコ
（注）１

東京都
港区

10

企業経営に
関する調査
及びコンサ
ルティング

－
役員の兼任
等

建物及び土地
の売却
（注）２

2,400,000 － －

固定資産
売却益
（注）２

1,044,426 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１　㈱クリスコは当社の監査等委員である取締役志村晶が同社の株式の100％を保有し、代表取締役を務めており

ます。

２　取引価格については、市場実勢、不動産鑑定評価等を参考に、価格交渉の上で決定しております。

 

(2)連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

１．関連当事者との取引

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

①連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

 

②連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

 

③連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
する会社
等

㈱横浜コン
サルティン
ググループ
（注）１

東京都
千代田区

10
企業経営
支援等

－
役員の兼任
等

建物及び土地
の売却
（注）２

200,281 － －

固定資産
売却益
（注）２

10,518 － －

主要株
主、役員
の近親者

大前　研一
（注）３

－ －

ビジネス・
ブレーク
スルー大学

学長

被所有
38.76％

当社業務の
委託

業務委託費 18,220
未払
費用

2,190

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１　㈱横浜コンサルティンググループは当社の取締役大前創希及び近親者が議決権の過半数を所有しております。

２　取引価格については、市場実勢、不動産鑑定評価等を参考に、価格交渉の上で決定しております。

３　当社の取締役大前創希の近親者であります。
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(2)連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

当連結会計年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

１株当たり純資産額 353.50円 351.58円

１株当たり当期純利益 51.38円 17.52円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
723,954 242,662

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益（千円）
723,954 242,662

普通株式の期中平均株式数（株） 14,091,324 13,853,401

３．株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（J-ESOP）」が保有する当社株式

は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。ま

た、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており

ます。

「株式給付信託（J-ESOP）」の期末株式数は当連結会計年度554,600株、期中平均株式数は当連結会

計年度213,308株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】
 

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 31,144 25,000 1.12 －

長期借入金（１年以内に返済予定のもの
を除く。）

174,364 112,500 1.12 2029年

合計 205,508 137,500 － －

（注）１．平均利率については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとお

りであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 25,000 25,000 25,000 25,000

 

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資

産除去債務明細表の記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 1,765,958 3,776,137 5,660,876 7,474,805

税金等調整前四半期（当期）

純利益（千円）
38,410 228,995 290,342 371,683

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（千円）
2,436 114,986 134,000 242,662

１株当たり四半期（当期）

純利益（円）
0.17 8.17 9.60 17.52

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益

（円）
0.17 7.99 1.38 8.05
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,373,615 1,353,537

売掛金 109,764 160,280

仕掛品 70,089 58,011

前払費用 42,321 25,542

１年内回収予定の関係会社長期貸付金 200,000 149,000

その他 9,664 283,627

貸倒引当金 △37 △54

流動資産合計 2,805,417 2,029,945

固定資産   

有形固定資産   

建物 623,721 585,228

減価償却累計額 △209,869 △216,852

建物（純額） 413,852 368,375

構築物 10,486 10,486

減価償却累計額 △6,536 △7,129

構築物（純額） 3,949 3,356

車両運搬具 6,656 6,656

減価償却累計額 △6,323 △6,323

車両運搬具（純額） 332 332

工具、器具及び備品 376,824 317,184

減価償却累計額 △320,712 △273,278

工具、器具及び備品（純額） 56,112 43,906

土地 772,030 613,577

有形固定資産合計 1,246,277 1,029,549

無形固定資産   

借地権 40,283 40,283

商標権 2,183 5,951

特許権 598 22

ソフトウエア 123,343 121,837

電話加入権 72 72

無形固定資産合計 166,480 168,166

投資その他の資産   

投資有価証券 12,972 12,599

関係会社株式 1,067,831 1,067,831

関係会社長期貸付金 471,000 48,000

破産更生債権等 967 827

差入保証金 25,459 23,813

長期前払費用 6,712 3,855

繰延税金資産 156,440 117,167

その他 17,109 375

貸倒引当金 △181,575 △827

投資その他の資産合計 1,576,918 1,273,643

固定資産合計 2,989,676 2,471,359

資産合計 5,795,094 4,501,304
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,511 2,129

未払金 15,903 11,059

未払費用 190,996 213,206

未払法人税等 322,121 －

未払消費税等 215,386 －

未払配当金 3,317 5,874

契約負債 663,421 534,492

預り金 15,746 17,163

創業者特別功労引当金 237,000 －

その他 676 859

流動負債合計 1,667,081 784,785

固定負債   

その他 2,683 337

固定負債合計 2,683 337

負債合計 1,669,764 785,122

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,818,355 1,818,355

資本剰余金   

資本準備金 1,384,754 1,384,754

その他資本剰余金 198,417 198,417

資本剰余金合計 1,583,172 1,583,172

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 788,012 635,171

利益剰余金合計 788,012 635,171

自己株式 △64,210 △320,517

株主資本合計 4,125,329 3,716,181

純資産合計 4,125,329 3,716,181

負債純資産合計 5,795,094 4,501,304
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

売上高 2,882,239 2,908,079

売上原価 1,057,901 1,078,386

売上総利益 1,824,337 1,829,693

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 149,135 108,246

販売促進費 29,691 18,705

役員報酬 110,187 82,926

給料及び手当 786,449 751,938

法定福利費 117,225 120,038

業務委託費 144,594 160,214

支払手数料 176,498 174,765

減価償却費 64,610 48,879

地代家賃 48,093 47,033

その他 253,869 229,969

販売費及び一般管理費合計 1,880,355 1,742,717

営業利益又は営業損失（△） △56,017 86,976

営業外収益   

受取利息 ※１ 3,533 ※１ 3,117

業務受託料 ※１ 6,174 ※１ 15,563

受取手数料 5,474 6,065

その他 3,900 2,356

営業外収益合計 19,081 27,102

営業外費用   

支払利息 2,605 －

投資有価証券評価損 1,709 372

為替差損 3,851 4,763

その他 － 64

営業外費用合計 8,166 5,200

経常利益又は経常損失（△） △45,102 108,877

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 1,017,923 ※２ 10,518

特別利益合計 1,017,923 10,518

特別損失   

創業者特別功労引当金繰入額 ※３ 237,000 －

関係会社清算損 － ※４ 3,258

特別損失合計 237,000 3,258

税引前当期純利益 735,821 116,137

法人税、住民税及び事業税 296,175 4,244

法人税等調整額 △63,468 39,273

法人税等合計 232,706 43,517

当期純利益 503,115 72,620
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  19,909 1.9 23,969 2.2

Ⅱ　労務費  255,514 24.3 236,437 22.2

Ⅲ　経費 ※ 777,700 73.8 805,901 75.6

当期総製造費用  1,053,124 100.0 1,066,308 100.0

期首仕掛品棚卸高  74,866  70,089  

合計  1,127,991  1,136,397  

期末仕掛品棚卸高  70,089  58,011  

当期売上原価  1,057,901  1,078,386  

 

（原価計算の方法）

　当社の原価計算は、個別原価計算による実際原価計算であります。

 

（注）※　主な内訳は次のとおりであります。

（単位：千円）
 

項目
前事業年度

（自　2022年４月１日
 至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日
 至　2024年３月31日）

映像放出料 2,467 2,687

業務委託費 535,482 514,638

二次利用ロイヤリティ 27,206 24,899

出演料 103,232 157,072
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

        （単位：千円）

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 1,818,355 1,384,754 198,417 1,583,172 439,901 439,901 △64,210 3,777,219 3,777,219

当期変動額          

剰余金の配当     △155,004 △155,004  △155,004 △155,004

当期純利益     503,115 503,115  503,115 503,115

当期変動額合計 － － － － 348,110 348,110 － 348,110 348,110

当期末残高 1,818,355 1,384,754 198,417 1,583,172 788,012 788,012 △64,210 4,125,329 4,125,329

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

        （単位：千円）

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 1,818,355 1,384,754 198,417 1,583,172 788,012 788,012 △64,210 4,125,329 4,125,329

当期変動額          

剰余金の配当     △225,461 △225,461  △225,461 △225,461

当期純利益     72,620 72,620  72,620 72,620

自己株式の取得       △16,720 △16,720 △16,720

株式給付信託によ
る自己株式の取得       △239,587 △239,587 △239,587

当期変動額合計 － － － － △152,841 △152,841 △256,307 △409,148 △409,148

当期末残高 1,818,355 1,384,754 198,417 1,583,172 635,171 635,171 △320,517 3,716,181 3,716,181
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

仕掛品

番組制作仕掛品・コンテンツ制作品…個別法

コンテンツの二次利用による制作品…先入先出法

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法によっております。

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については、定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　８年～47年

構築物　　　　　　　　　10年～20年

工具、器具及び備品　　　３年～20年

(2）無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒損失の発生に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の個別債

権については個別に回収可能性等を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）創業者特別功労引当金

2023年４月21日の取締役会において、当社創業者の功績に対し、第25回定時株主総会での承認を前提と

して、特別功労金の贈呈を決議したことから、当該功労金の支払いに備えて支給見込額を計上しておりま

す。

 

５．収益及び費用の計上基準

顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客に

移転した時点で、当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価の額で収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

収益を認識するにあたっては、当社が主な事業としているUniversity事業、法人向け人材育成事業、英語

教育事業等を展開するリカレント教育における、インターネットを活用したオンライン教育サービスの提

供、オンラインと集合型のブレンド型教育サービスの提供、集合型教育プログラムの提供及びその他のサー

ビスについて、顧客との契約に基づき履行義務を識別しております。

これらの履行義務は、履行義務が一時点で充足される場合にはサービス提供完了時点において、一定期間

にわたり充足される場合には顧客との契約における履行義務の充足に伴い、定額で、又は進捗度に応じて収

益を認識しています。取引の対価は、履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は

含まれておりません。
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６．その他財務諸表作成のための基礎となる事項

消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等は投資その他の資産の「長期前払費

用」に計上のうえ、５年間で均等償却し、それ以外のものについては発生年度に費用処理しております。

 

（重要な会計上の見積り）

前事業年度（2023年３月31日）

関係会社株式の評価

当事業年度末の貸借対照表における関係会社株式の計上額は、1,067,831千円であります。主要な内訳と

して、㈱ITプレナーズジャパン・アジアパシフィック427,607千円、㈱ブレンディングジャパン352,381千円

及び㈱アオバインターナショナルエデュケイショナルシステムズ252,421千円であります。

当社は、関係会社株式について、取得原価をもって貸借対照表価額とし、関係会社の財政状態等を勘案し

評価を行っております。関係会社各社の業績が著しく悪化し、将来にわたって事業が計画どおりに展開しな

いと判断された場合には、関係会社株式の評価損を計上します。

減損判定の基礎となる実質価額の算定にあたっては、買収等により取得した関係会社の純資産額に超過収

益力を反映しております。関係会社株式の実質価額の算定は、その性質上、判断を伴うものであり、多くの

場合、重要な見積り・前提を使用します。

関係会社株式の実質価額の算定に使用される前提は、将来見込み及び中期経営計画に基づいており、顧客

人数の予測や顧客の定着率、将来の市場及び経済全体の成長率、現在及び見込まれる経済状況を考慮してお

ります。

当社は、関係会社株式の評価損の認識の判定に使用した見積りの前提は合理的であると考えています。し

かしながら、将来の予測不能なビジネスの前提条件の変化による、評価損判定の基礎となる実質価額の下落

を引き起こすような見積りの変化が、これらの評価に不利に影響し、関係会社株式の評価損が認識されるか

否かの判定及び認識される評価損に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 

当事業年度（2024年３月31日）

１．関係会社株式の評価

当事業年度末の貸借対照表における関係会社株式の計上額は、1,067,831千円であります。主要な内訳と

して、㈱ITプレナーズジャパン・アジアパシフィック427,607千円、㈱ブレンディングジャパン352,381千円

及び㈱アオバインターナショナルエデュケイショナルシステムズ252,421千円であります。

当社は、関係会社株式について、取得原価をもって貸借対照表価額とし、関係会社の財政状態等を勘案し

評価を行っております。関係会社各社の業績が著しく悪化し、将来にわたって事業が計画どおりに展開しな

いと判断された場合には、関係会社株式の評価損を計上します。

減損判定の基礎となる実質価額の算定にあたっては、買収等により取得した関係会社の純資産額に超過収

益力を反映しております。関係会社株式の実質価額の算定は、その性質上、判断を伴うものであり、多くの

場合、重要な見積り・前提を使用します。

関係会社株式の実質価額の算定に使用される前提は、将来の事業計画に基づいており、顧客人数の予測や

顧客の定着率、将来の市場及び経済全体の成長率、現在及び見込まれる経済状況を考慮しております。

当社は、関係会社株式の評価損の認識の判定に使用した見積りの前提は合理的であると考えています。し

かしながら、将来の予測不能なビジネスの前提条件の変化による、評価損判定の基礎となる実質価額の下落

を引き起こすような見積りの変化が、これらの評価に不利に影響し、関係会社株式の評価損が認識されるか

否かの判定及び認識される評価損に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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２．繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：千円）

 当事業年度

繰延税金資産 117,167

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）２．繰延税金資産の回収可能性」に同一の内容を記

載しているため、記載を省略しております。

 

（追加情報）

（株式給付信託（J-ESOP））

　連結財務諸表「注記事項（追加情報）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当事業年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

関係会社からの受取利息 3,514千円 3,100千円

関係会社からの業務受託料 6,174 15,563

 

※２　固定資産売却益

連結財務諸表「注記事項（連結損益計算書関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略してお

ります。

 

※３　創業者特別功労引当金繰入額

連結財務諸表「注記事項（連結損益計算書関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略してお

ります。

 

※４　関係会社清算損

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

　関係会社清算損は、関係会社である㈱BBリゾートの清算によるものです。

 

（有価証券関係）

前事業年度（2023年３月31日）

　子会社株式（貸借対照表計上額　1,067,831千円）は、市場価格のない株式等であることから、記載してお

りません。

 

当事業年度（2024年３月31日）

　子会社株式（貸借対照表計上額　1,067,831千円）は、市場価格のない株式等であることから、記載してお

りません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
 

 
前事業年度

（2023年３月31日）
 

当事業年度
（2024年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 18,576千円  －千円

棚卸資産評価損 571  43

関係会社株式評価損 12,878  9,819

投資有価証券評価損 7,559  7,673

資産除去債務 2,735  3,203

貸倒引当金 55,609  269

減価償却超過額 7,346  8,124

減損損失 14,510  14,510

税務上の繰越欠損金 －  111,442

創業者特別功労引当金 72,569  －

その他 7,567  7,085

繰延税金資産小計 199,925  162,172

評価性引当額 △43,484  △40,964

繰延税金資産合計 156,440  121,208

繰延税金負債    

未収還付事業税 －  △4,040

繰延税金負債合計 －  △4,040

繰延税金資産の純額 156,440  117,167

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2023年３月31日）
 

当事業年度
（2024年３月31日）

法定実効税率 　法定実効税率と税効果
会計適用後の法人税等の
負担率との間の差異が法
定実効税率の100分の５以
下であるため注記を省略
しております。

 30.6％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  2.7

住民税均等割  3.7

評価性引当額の増減  0.5

その他  0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率   37.5

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、財務諸表「注記事項（重要な会計方針）

５．収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産        

建物 623,721 7,962 46,455 585,228 216,852 22,185 368,375

構築物 10,486 － － 10,486 7,129 593 3,356

車両運搬具 6,656 － － 6,656 6,323 － 332

工具、器具及び備品 376,824 6,039 65,679 317,184 273,278 18,189 43,906

土地 772,030 － 158,452 613,577 － － 613,577

有形固定資産計 1,789,719 14,002 270,587 1,533,134 503,585 40,968 1,029,549

無形固定資産        

借地権 40,283 － － 40,283 － － 40,283

商標権 11,034 4,302 － 15,337 9,386 535 5,951

特許権 18,882 － － 18,882 18,860 576 22

ソフトウエア 817,309 42,660 2,369 857,599 735,762 44,165 121,837

電話加入権 72 － － 72 － － 72

ソフトウエア仮勘定 － 47,366 47,366 － － － －

無形固定資産計 887,582 94,328 49,735 932,175 764,008 45,276 168,166

長期前払費用 89,134 － 71,325 17,809 11,980 3,712
5,828

［1,972］

（注）１．当期増加・減少額のうち主なものは次のとおりであります。

①　建物 本社ビル売却による減少 46,455千円

②　工具、器具及び備品 サーバー等の除却による減少 64,215千円

③　土地 本社ビル売却による減少 158,452千円

④　ソフトウエア ソフトウエア仮勘定からの振替額 42,660千円

⑤　ソフトウエア仮勘定 遠隔教育システム開発による増加 46,926千円

２．長期前払費用の［　］内は内書きで、１年内償却予定額であり、貸借対照表では「前払費用」に計上してお

ります。
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 181,612 54 177,365 3,420 881

創業者特別功労引当金 237,000 － 237,000 － －

（注）貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、177千円は一般債権に対する洗替による戻入等であります。また、

3,242千円は子会社の清算に伴う債権回収による取崩額であります。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎決算期の翌日から３か月以内

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告は、電子公告により行います。但し、事故その他やむを得ない事

由により電子公告によることができないときは、日本経済新聞に掲載いたし

ます。なお、公告のウェブサイトは「https://aoba-bbt.com」であります。

株主に対する特典

毎年９月30日、３月31日現在の株主名簿に記載された株主に対し、保有株式

数に応じて、次のとおり株主優待を提供いたします。

１．教育プログラムの特別提供

① 株主優待対象プログラム受講料割引

② 2,090円相当（税込）の自社グループオンライン英会話受講料無料

 

100株以上　  ① 10％　② ２回分

1,000株以上　 ① 20％　② ４回分

 

２．オンライン英語バイリンガル育成スクール（GO School）の入学金免除

100株以上　9,900円（税込）のGO School入学金無料

 

３．ATAMIせかいえ優待券

1,000株以上　「ATAMIせかいえ（スーペリア）」平日宿泊料金優待

10万株以上　 「ATAMIせかいえ（プレミアム月の道）」平日宿泊料金優待

※1,000株以上50,000株未満の株主は１泊２名61,600円（税込）、50,000株以

上の株主は１泊２名無料で利用可
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

（１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第25期（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）2023年６月29日関東財務局長に提出

（２）内部統制報告書及びその添付書類

2023年６月29日関東財務局長に提出

（３）四半期報告書及び確認書

第26期第１四半期（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）2023年８月10日関東財務局長に提出

第26期第２四半期（自　2023年７月１日　至　2023年９月30日）2023年11月10日関東財務局長に提出

第26期第３四半期（自　2023年10月１日　至　2023年12月31日）2024年２月９日関東財務局長に提出

（４）臨時報告書

2023年７月５日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

2024年２月９日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書であります。

（５）自己株券買付状況報告書

報告期間（自　2023年８月１日　至　2023年８月31日）2023年９月13日関東財務局長に提出

（６）有価証券報告書の訂正報告書及びその添付書類並びに確認書

2024年６月26日関東財務局長に提出

事業年度（第23期）（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及びその

添付書類並びに確認書であります。

2024年６月26日関東財務局長に提出

事業年度（第24期）（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及びその

添付書類並びに確認書であります。

2024年６月26日関東財務局長に提出

事業年度（第25期）（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及びその

添付書類並びに確認書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 

 2024年6月26日

株式会社Aoba-BBT  

取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 　東 京 事 務 所 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 鈴　木　基　之

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 長　島　拓　也

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社Aoba-BBT（旧会社名　株式会社ビジネス・ブレークスルー）の2023年4月1日から2024年3月31日までの連結会

計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算

書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細

表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社Aoba-BBT（旧会社名　株式会社ビジネス・ブレークスルー）及び連結子会社の2024年3月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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のれんの評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　株式会社Aoba-BBT（以下、会社という）は当連結会計年

度の連結貸借対照表において、連結子会社に関するのれん

を1,361,971千円計上しており、総資産の18.2%を占めてい

る。また、【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載

のとおり、その主な内訳は、㈱アオバインターナショナル

エデュケイショナルシステムズに関するのれん862,173千

円、㈱ITプレナーズジャパン・アジアパシフィックに関す

るのれん267,718千円、㈱ブレンディングジャパンに関す

るのれん182,938千円であり、合計金額1,312,831千円はの

れんの大部分を占めている。

　会社はのれんの評価に当たり、取得時の公正価値が毀損

していないか確認したうえで、のれんが帰属する事業に関

連する資産グループにのれんを加えたより大きな単位につ

いて、減損の兆候の識別を行っている。また、減損の兆候

があると判断されたのれんを含む資産グループについて、

帳簿価額と割引前将来キャッシュ・フローを比較すること

により減損の認識の判定を行う。割引前将来キャッシュ・

フローは、経営者によって承認された将来の事業計画を基

礎とし、計画後は将来の不確実性を考慮して成長率を見積

もっている。

　将来キャッシュ・フローに影響を与える重要な仮定は、

見積りに使用した将来の事業計画、及び計画対象期間後の

成長率である。また、将来の事業計画は、顧客人数の予測

や顧客の定着率、市場の成長率等に影響を受ける。

　以上のことから、のれんの評価は複雑であり、特に、将

来キャッシュ・フローの見積りについては経営者の判断を

伴うため不確実性が認められる。したがって、より慎重な

検討が必要であるため、当監査法人はのれんの評価を監査

上の主要な検討事項に該当するものと判断した。

　当監査法人は、のれんの評価を検討するため主に以下の

監査手続を実施した。

・のれんの評価プロセスに関する会社の内部統制を理解

し、整備・運用状況の有効性を評価した。

・会社が作成したのれんの評価に関連する資料を入手し、

当該資料に記載された財務情報の信頼性を検討した。

・のれんの評価にあたり、回収可能額を著しく低下させる

ような経営環境の変化、会社の計画等を把握するため、

経営者等への質問、取締役会議事録や稟議書、関連資料

等の閲覧等を実施した。

・のれんの評価については、回収可能性を著しく低下させ

るような重要な変化の有無を確かめるため、取得時に作

成した事業計画と実績を比較検討した。実績が計画を下

回る場合には、取得時の超過収益力が毀損していないか

どうか確かめるため、経営者等への質問及び関連資料を

閲覧するとともに、将来キャッシュ・フローとの比較を

実施した。

・将来キャッシュ・フローについては、経営者によって承

認された将来の事業計画との整合性を確かめた。また、

将来の事業計画の精度を検討するため、過去の事業計画

と実績の比較を実施した。さらに、将来の事業計画の仮

定の合理性を検討するため、顧客人数の予測や顧客の定

着率、市場の成長率等について、経営者等への質問や過

去の実績との比較を実施した。

・事業計画対象期間後の成長率が、将来の不確実性を考慮

し見積もられているか確かめるため、経営者等への質問

や判断根拠資料等の閲覧を実施した。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止され

ている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社Aoba-BBT（旧会社名　

株式会社ビジネス・ブレークスルー）の2024年3月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社Aoba-BBT（旧会社名　株式会社ビジネス・ブレークスルー）が2024年3月31日現在の財務報告

に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に

表示しているものと認める。
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監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(3)【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１　上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 

 2024年6月26日

株式会社Aoba-BBT  

取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 　東 京 事 務 所 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 鈴　木　基　之

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 長　島　拓　也

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社Aoba-BBT（旧会社名　株式会社ビジネス・ブレークスルー）の2023年4月1日から2024年3月31日までの第26期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び

附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

Aoba-BBT（旧会社名　株式会社ビジネス・ブレークスルー）の2024年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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関係会社株式の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　株式会社Aoba-BBT（以下、会社という）は当事業年度の

貸借対照表において、関係会社株式を1,067,831千円計上

しており、総資産の23.7%を占めている。また、【注記事

項】（重要な会計上の見積り）に記載のとおり、その主な

内訳は、㈱ITプレナーズジャパン・アジアパシフィックに

関する投資427,607千円、㈱ブレンディングジャパンに関

する投資352,381千円、㈱アオバインターナショナルエ

デュケイショナルシステムズに関する投資252,421千円で

あり、合計金額1,032,411千円は関係会社株式の大部分を

占めている。

　会社は、関係会社株式については、取得原価をもって貸

借対照表価額とし、関係会社の財政状態の悪化により実質

価額が著しく低下した場合には、回復可能性が十分な証拠

によって裏付けられる場合を除き、減損処理を行う。

　会社は、減損判定の基礎となる実質価額の算定にあたっ

て、買収等により取得した関係会社の純資産額に超過収益

力を反映しており、超過収益力は取得時の事業計画と実績

及び将来キャッシュ・フローを比較することにより評価し

ている。将来キャッシュ・フローに影響を与える重要な仮

定は、見積りに使用した将来の事業計画、及び計画対象期

間後の成長率である。また、将来の事業計画は、顧客人数

の予測や顧客の定着率、市場の成長率等に影響を受ける。

　以上のことから、関係会社株式の評価は複雑であり、特

に、将来キャッシュ・フローの見積りについては経営者の

判断を伴うため不確実性が認められる。したがって、より

慎重な検討が必要であるため、当監査法人は関係会社株式

の評価を監査上の主要な検討事項に該当するものと判断し

た。

　当監査法人は、関係会社株式の評価を検討するため主に

以下の監査手続を実施した。

・関係会社株式の評価プロセスに関する会社の内部統制を

理解し、整備・運用状況の有効性を評価した。

・関係会社株式の実質価額の算定基礎となる各社の財務情

報について実施した監査手続とその結果に基づき、当該

財務情報の信頼性を検討した。

・会社による関係会社株式の評価結果の妥当性を検討する

ため、各関係会社株式の帳簿残高を各社の実質価額と比

較検討した。

　なお、関係会社株式の実質価額に反映された超過収益力

は連結財務諸表上の「のれん」として計上されることか

ら、超過収益力の評価に当たり、当監査法人は、連結財務

諸表に係る監査報告書における監査上の主要な検討事項

「のれんの評価」に記載の監査上の対応を実施した。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１　上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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